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序　　　　　文

モンゴル国では、2005 年 9 月に新教育スタンダードを制定し、その中で子どもの発想や思考

を促すような「子どもの発達を支援する指導法」（新指導法）への転換を掲げましたが、現場の

教員にとっては、新教育スタンダードは学術的すぎる内容のため理解が困難、また従来の暗記中

心の教授法に慣れてしまっており授業方法の変更に対応できない、という問題がみられていまし

た。こうした状況の下、2006 ～ 2009 年に独立行政法人国際協力機構（JICA）は「子どもの発達

を支援する指導法改善プロジェクト」を実施し、新教育スタンダードに対応した教員向け指導書

（8 科目）と指導書作成マニュアル、授業モニタリングマニュアルを開発しました。

これらの指導書はモンゴル国教育文化科学省から高い評価を受け、他の資金源を活用し指導書

の増刷と全国の学校への配布も行われました。一方で、現場の教員が新指導法を正しく理解し、

実践していくための新たな協力がモンゴル側より要請され、2010 年 3 月より 3 年間の計画で「子

どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ２）」が開始されました。

今般、プロジェクトの終了を控え、JICAはこれまでの活動実績に対する評価を行い、プロジェ

クトの残りの期間の課題及び提言を取りまとめるべく、高橋悟・国際協力専門員を日本側の総括

として、2012年 10月にモンゴル側関係機関と共に合同評価を実施しました。本報告書は、調査・

評価協議結果を取りまとめたものであり、今後の協力実施にあたって、関係方面に広く活用され

ることを願うものです。

最後に、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。

平成 25 年 4 月

独立行政法人国際協力機構

モンゴル事務所長　加藤　俊伸
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JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteer 青年海外協力隊
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１－１　協力の背景と概要

モンゴル国では、暗記中心の教授法による授業が中心となっており、国際的に適応する人材

を育成するため、モンゴル国政府は 2005 年 9 月に新教育スタンダード（国レベルのカリキュラ

ムで日本の学習指導要領に当たる）を制定し、子どもの発想や自主的な思考を促すような「子

どもの発達を支援する指導法」（以下、「新指導法」と記す）への転換を掲げた。

これを踏まえ独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2006 年から 2009 年にかけて技術協力

プロジェクト「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト」を実施し、新教育スタンダー

ドに対応した教員向け指導書（8 科目）と指導書作成マニュアル及び授業モニタリングマニュ

アルを開発した。同指導書はモンゴル国教育文化科学省〔現教育科学省（以下、「教育省」と記

す）〕から高い評価を受け、指導書の普及を後押しする大臣令等も発出され、全国の学校に配布

された。他方、当該スタンダードが学術的な内容のため現場の理解が進まず、また従来の暗記

中心の教授法に慣れており授業方法の変更に対応できないという課題がみられたことから、現

場の教員が新指導法を正しく理解し実践していくための取り組みが求められた。

このような状況下、JICA は 2010 年より「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト

フェーズ２」（以下、「プロジェクト」と記す）を開始し、新指導法普及の担い手となる各区 /
県教育局の指導主事、各区 / 県の学校の管理職及び教員の代表者等の能力強化をめざすととも

に、既存の現職教員研修等の枠組みを活用し、現職教員に対する新指導法普及体制の強化を

行っている。全国各区及び県（非モデル区 / 県を含む）の能力強化研修に先立ち、モデル区 / 県
に対する研修の試行、その結果の研修教材への反映が行われた。新指導法を実践するための研

修だけではなく、日常的な授業改善への取り組みとして、モンゴル国の教育現場に則した「授

業研究」モデルを構築し、新指導法普及の研修ツールとして活用し、さらに非モデル区 / 県を

対象とした研修実施、研修ツールの教員養成校における活用、授業研究活動を制度化するため

の研究活動及び政策提言等を通じ、新指導法の全国的普及を図るべく取り組んできた。

１．案件の概要

国名：モンゴル国
案件名：子どもの発達を支援する指導法改善プロジェク

トフェーズ２

分野：初等教育 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：モンゴル事務所 協力金額（評価時点）：2.8 億円

協力期間 （R/D）：2010.3.1-2013.2.28
（延長）：2013.3.1-2013.8.31
（F/U）：

先方関係機関：教育科学省、他

日本側協力機関：コーエイ総研、東京学芸大学

他の関連協力：

2006 ～ 2009 年　子どもの発達を支援する指導法改善プ

ロジェクトフェーズ１（技術協力）

2009 年（フェーズ１）、2012 年（フェーズ２）　社会セ

クター支援プログラム（プログラムローン）

2012 ～ 2017 年　モンゴルにおける地方小学校教員の質

の向上（草の根技術協力）

終了時評価調査結果要約表
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１－２　協力内容

モンゴル国ウランバートル市ソンギノハイルハン区、ブルガン県、ザブハン県をモデル地域

とし、子どもの発達を支援する新指導法普及のため、授業研究を軸とした授業改善モデルを構

築し、普及に向けた研修ツールとして活用するとともに、新指導法普及の担い手となる県指導

局、各学校指導主事等の代表者の能力強化と教員養成校への導入を図ることで、新指導法普及

の体制を強化する。

（１）上位目標

モデル区 / 県及び他の区 / 県で「新指導法」が実施される。

（２）プロジェクト目標

新指導法を普及する体制が強化される。

（３）成果：

１．全ての区 / 県の指導法普及チームの指導法普及能力が向上する。

２．モデル区 / 県において「授業研究」のモデル事例が開発される。

３．モデル区 / 県の新指導法実践の能力が向上する。

４．教員養成課程における新指導法普及および定着に向けた環境が改善される。

（４）投入（評価時点）

日本側：総投入額　　2.8 億円

短期専門家派遣　　7 名（計 56.3 人月）

機材供与　　　　　　　　280 万円

ローカルコスト負担　　4,900 万円

研修員受入　　　　　　62 名（本邦研修 51 名、第三国研修 11 名）

モンゴル側：

カウンターパート配置　　13 名

土地・施設提供（専門家・プロジェクトスタッフ事務所の貸与とその光熱費等）

ローカルコスト負担　　現地通貨 159,034,930 Tg（非モデル県研修時の講師交通費等）

２．評価調査団の概要

調査者

（１）日本側

総　　括： 高橋　悟（JICA 国際協力専門員）

教育計画： 松山　剛士（JICA 人間開発部　基礎教育第一課）

協力企画１：　　今吉　萌子（JICA モンゴル事務所　所員）

協力企画２：　　Ch. Oyuntsetseg（JICA モンゴル事務所　所員）

評価分析： 坪根　千恵（グローバルリンクマネージメント株式会社）

（２）モンゴル側

Leader： Ms. A. Tuya（教育科学省基礎・中等教育課　課長）

Member： Ms. J. Narantuya（教育科学省戦略政策企画局　オフィサー）

Member： Ms. N. Oyuntsetseg（モンゴル国立大学化学学部　教授）

調査期間 2012 年 10 月 1 日～ 2012 年 10 月 18 日 評価種類：終了時評価
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３－１　実績の確認

（１）プロジェクトの成果（アウトプット）

成果１：全ての区 / 県の新指導法普及チームの新指導法普及能力が向上する。

指標１ 研修参加者の満足度と新指導法への理解度が向上する。

指標２ 研修参加者の行動に良い変化がみられる。

指標３ 区 / 県チームのメンバーが研修パッケージに基づいた研修に参加する。

成果１はおおむね達成された。指標１については、2011 年のデータでは、研修参加者の

平均満足度は５段階中４以上と高い。理解度については、新指導法に関する質問に適切に

回答したのは教員の 39.6％、学校管理職の 14.9％のみで、比較的低い。終了時評価時点で

の満足度及び理解度のデータは得られていないため、単純な比較はできないものの、終了

時評価のインタビューでは、子ども中心の指導法に関する教員の理解度が増したという意

見が、教員自身及び教育局指導主事らから聞かれた。また、中間レビューの提言を受け、

モデル区 / 県チームが非モデル区 / 県への普及を念頭に技術交換を行ったことも奏功し、指

標２については、授業研究の実施が 64％の学校で確認されており、モンゴル全国において

比較的高いレベルの行動変容が起こったといえる。指標３については、2011 年 11 月の研

修に全国の区 / 県の関係者が研修に参加したことにより達成された。

成果２：モデル区 / 県において「授業研究」のモデル事例が開発される。

指標１ モデル校が授業研究の実施計画を策定する。

指標２ モデル校が 8 教科で少なくとも年 2 回の授業研究を実施する。

指標３ モデル校における授業研究の質が向上する。

指標４ モデル校における授業研究参加者の満足度が向上する。

成果２はおおむね達成された。指標１は達成されている。指標２は、全モデル校が 8 教

科で年 2 回の授業研究を実施するという目標は達成できていないが、授業研究の実施頻度

は 2010/2012 学校年度と比較して増えており、2011/2012 学校年度では、8 教科で 2 回以上

授業研究を行ったモデル校は 57％、7 教科では 86％、6 教科では 93％にのぼった。指標３

については、質の改善を示す定量的なデータは得られなかったが、定性的な情報は得られ

たことから、質には課題は残るものの、ある程度達成されたといえる。指標４については、

2010 年と 2012 年の授業研究参加者の満足度を比較し、向上していることが分かった。

成果３：モデル区 / 県の新指導法実践の能力が向上する。

指標１ モデル区 / 県の全学校において、70％の教員・校長が研修パッケージに基づい

た新指導法研修を修了する。

指標２ モデル区 / 県の 80％の学校において、「授業研究」の実施計画が策定される。

指標３ モデル区 / 県から授業研究と新指導法改善に係る提言が収集される。

成果３はおおむね達成された。指標１については、各モデル区 / 県とも 70％以上の教員

及び校長が研修を終了した。指標２については、モデル校の 80％以上が計画を策定してい

る。指標３については、現在プロジェクト実施を通じて得られた提言や教訓を含む、「指導

法改善を普及する制度のマネジメント・ハンドブック」が作成中である。他方これらの指

３．評価結果の概要
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標は、「能力の向上」を示す指標としては十分でない側面もあると考えられるが、これらの

指標の達成により、非モデル校を含む学校の新指導法の実践能力を高めるための基礎が確

立したといえる。

成果４：教員養成課程における新指導法の普及および定着に向けた環境が改善される。

指標１ 新指導法が教員養成課程へ導入される。

指標２ 政策提言が教育文化科学省の年間政策目標に組み込まれる。

成果４はおおむね達成された。指標１については、中間レビューでの提言を受け、教員

養成課程への活動を強化した結果、新指導法を導入する手法としての授業研究がいくつか

の大学で紹介されており、新教授法を教員養成課程へ普及する環境は整ったといえる。指

標２については、授業研究の実施は 2010/2011 年度の教育省の政策目標に盛り込まれた。

（２）プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標：新指導法を普及する体制が強化される。

指標１ モデル校において、8 教科で新指導法を用いた質の高い授業が実施される。

指標２ モデル区 / 県において、少なくとも 70％の学校が毎年少なくとも 2 回の授業研

究を実施する。

指標３ すべての区と県が授業研究に係る研修計画を策定する。

指標４ 新指導法普及に係る制度化のため、政策的、財政的、人材的コミットメントが

教育文化科学省により行われる。

プロジェクト目標はおおむね達成された。指標１については、プロジェクトチームによ

るモニタリングによると、おおむね各地域、各科目とも５段階評価の３以上の点数であっ

たが、ブルガン県及びソンギノハイルハン区のいくつかの科目において、改善の余地がみ

られた。3 つのモデル区 / 県別の平均点では、ソンギノハイルハン区が最も点数が低く、各

科目の点数を平均すると、算数が最も低い。指標２及び３については達成された。指標４

については、教育省によりさまざまな取り組みが行われているが、新指導法に特化した普

及計画はまだ策定されていない。
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３－２　評価結果の要約

５項目評価の結果は以下のとおり。

評価基準 評価結果

妥当性

・ 妥当性はおおむね高い。

・ モンゴル国家開発計画である「包括的国家開発戦略（2007 ～ 2012）」及び「教

育マスタープラン（2006 ～ 2015）」では教員の能力開発や再訓練制度の導入

がうたわれている。また、本プロジェクトは日本の国別援助方針が掲げるモ

ンゴル国の開発課題のひとつである「基礎的社会サービスの向上」に係る事

業として位置づけられており、モンゴル国及び日本の政策に合致している。

・ 教育省は、2005 年 9 月に制定された新教育スタンダードの教育現場での実

施に苦慮していたことから、新指導法を普及する体制の強化をめざす本プロ

ジェクトはモンゴル側のニーズに合致している。

・ 新指導法の実践に悩む教員にとって、授業研究は実用的かつ実践的なツール

として機能しており、整合性が高い。また、教員だけでなく教員をサポート

する教育局や学校管理職をターゲットとすることでモデル校での取り組みを

容易にしたほか、教育局と大学をターゲットとしたことで非モデル地域への

波及効果があった。

・ 中間レビュー以降、プロジェクトをとりまく環境として、政権交代により現

職教員研修の実施体制の変化が挙げられる。

有効性

・ 有効性は中程度。

・ アウトプットであるモデル校における新指導法実践に係る能力強化、モデル

としての確立、その後モデル区 / 県内での普及（現職教員向け）及び養成課程

での普及を通じ、プロジェクト目標である新指導法普及体制はある程度構築

されたといえる。他方、外部条件である政権交代の影響により、授業の質や

新指導法普及に係る行動計画の策定には若干課題が残った。

・ 目標達成の貢献要因は、授業研究というツールが実践的だったため教員の能

力が短期間で向上したこと、チームワークを促進する手法であるため教員個

人でなく学校全体の教員の能力強化につながったことが挙げられる。

・ SSSP（JICA/ADB 協調融資案件）及び青年海外協力隊員との有機的な連携が

なされた。

・ 定性的なデータは十分に得られたが、研修を受けた教員の授業の変化や生徒

の学習状況の変化など、有効性を示すための定量的データが若干不足してい

た。

効率性

・ 効率性は高い。

・ 授業研究は特別な会場や交通費などを必要としないうえ、実践的な教授法改

善の効果発現が比較的速い手法といえる。この手法を採用したことにより、

多くの投入や期間を経ずにアウトプットが産出されたといえる。

・ モンゴル側の投入として、教育省からの予算が得られたほか、教育局並びに

学校レベルで独自の予算による非モデル地域を対象とした活動が行われた。

・ 既存リソースである指導書（フェーズ１で作成）や、能力強化されたプロ

フェッショナルチームメンバーが活用されたことで、日本側の投入は必要最

低限に抑えられたといえる。
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インパクト

・ インパクトは比較的高い。

・ 上位目標の指標１である「全国において、60％の学校が、少なくとも年 2 回

の「授業研究」を実施する」については、終了時評価時点、全国 747 校中 476
校（64％）で 1 回以上行われており、プロジェクト終了後には達成される見

込み。指標２「全ての区 / 県において新指導法に係る研修が実施される」も既

に達成されており、プロジェクト終了後 3 ～ 5 年以内に上位目標「モデル県

及び他の県で新指導法が実施される」も達成される見込みは高いといえる。

・ 波及効果としては、生徒が授業に積極的に参加するようになったこと、自主

的に勉強するようになったこと、チームワークができるようになったこと、

モデル地域及び非モデル地域で自主的な関連研修や授業研究が行われたこと、

プロジェクトで支援する教科以外の科目においても授業研究が実施されたこ

と、プロフェッショナルチームメンバーが国際学会でモンゴルの授業研究の

ケーススタディについて発表したこと、が挙げられる。

持続性

・ 持続性は中程度である。

・ 政策面では、新指導法の普及が 2012 年から 2016 年までの教育改革に組み込

まれる可能性が高いものの、教員研修所は設立されたばかりであり、人材も

十分に配置されておらず具体的な計画はまだ策定されていない。

・ 組織・財政面では、新指導法普及に関する予算計画は現時点では作成されて

いない。教育科学省は「必要であれば既存予算から支出可能」との見解であり、

教員研修所において普及計画が作成される見込みである。

・ 技術面の課題としては、新指導法・授業研究に従事した教員が高く評価され

るような教員評価制度となっていない。

・ 総合的自立発展性としては、教員、県教育局などの授業研究の実施能力は

向上したものの、授業及び授業研究の質の面では改善の余地があり、プロ

フェッショナルチームの活用による継続的な技術支援が必要である。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

①　２フェーズにわたる支援

第１フェーズ実施により新指導法普及の素地ができていた。プロフェッショナルチー

ムが授業研究において適切に助言・コメントできるようになっていたことは、第２

フェーズでの活動実施を容易にした。加えて、主なカウンターパートとの信頼関係が構

築されていた。

②　実用的かつ実践的な授業研究手法の導入

新指導法の実践法に悩んでいた教員にとって、授業研究は実用的なツールとして機能

した。それまでみられなかった、教員同士のチームワーク向上、効果的な板書の仕方、

より生徒に配慮した指導案の作成などに加え、教員自身が授業のあり方をお互いに建設

的に批判し合う文化が学校内で醸成されていることなど、成果が目に見える形で発現し

たことが普及へのインセンティブへつながったといえる。また、授業研究の性質上、他

校の教員の巻き込みも容易であった。
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（２）実施プロセスに関すること

①　モンゴル側の高いオーナーシップ

中央レベルでは予算が確保され、地方レベルでも独自の予算を使った自主的な活動が

行われるなど、高いオーナーシップが認められた。加えて、教育科学省は 2012 年 9 月に

設立された教員研修所を中核的実施機関として、現在全国の現職教員に対する研修計画

を策定し、その中に指導法も含まれる見込み。したがって、モンゴル側による新指導法

の全国普及ための基盤は整備されたといえる。

②　教員の教務時間の確保

モンゴルでは、教員は一定の時間学校で教務を行うことが義務づけられており、副業

ができない勤務環境であることから、授業時間以外の教員たちの時間を確保し授業研究

の準備活動を行うことができた。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

①　教員の新指導法の中身に関する理解不足

教員の授業研究に関する知識は増えているが、子どもの発達を支援するものとしての

「指導法」はまだ十分に理解されていない。JICA 専門家チームは、授業研究と新指導法

を混同している教員が多いと推測していた。この点については、各学校で授業研究を行

う際は、できる限りプロジェクトでコアメンバーとして養成してきたプロフェッショナ

ルチームを同席させ、授業後の検討会において適切なアドバイスを行うなど、理解不足

を挽回するよう働きかけた。また、教育省が新指導法普及活動を行えるよう、プロジェ

クトの残りの期間では教員研修所に対してプロフェッショナルチームとの顔つなぎ、モ

ニタリングへの参加奨励などの活動を行った。

②　教員の教科内容の知識不足

教員の教科内容に対する知識が不足していることが JICA 専門家チームにより指摘さ

れており、このことが質の高い授業の実践を困難にしている原因のひとつと考えられた。

そのため、指導案作成にあたっては学習マネジャーを含むチーム制により授業準備を行

うことを推進した。また、授業研究の手法だけでなく、教材についての勉強会を行い、

科目ごと（理科、算数のみ）に日本でどのように教えられているか、知識の共有を行った。

（２）実施プロセスに関すること

①　プロフェッショナルチーム及びモデル校への負担

プロフェッショナルチームやモデル校教員が非モデル区 / 県及び非モデル校への研修

やモニタリングなどを行っているが、日当が十分でない、教員が出張することで授業の

調整が必要、研修を行うための費用が十分にない、などの課題点が挙げられた。教育省

に働きかけたところ、非モデル区 / 県、非モデル校への研修やモニタリング参加に係る

旅費が予算措置されることとなった。

３－５　結　論

プロジェクトの成果の達成度、指標に基づく進捗度の評価を踏まえると、プロジェクト目標

はおおむね達成されたといえる。プロジェクトはモンゴルの政策及び開発ニーズに合致し、日

本の援助方針とも整合しており妥当性は高い。モンゴル側の政権交代や教員研修の実施体制変

更などにより、プロジェクト成果の継続に向けた体制整備という点で懸念が残ったことから、
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プロジェクトの有効性は中程度であるが、こうした外部条件の影響がなければ、授業研究を手

法とした成果・目標達成には有効である。これらは想定以上の正のインパクトがみられたこと

からも読み取れる。例えば非モデル地域でも授業研究活動が拡大するなど、上位目標（全国へ

の新指導法普及）が一部達成されたことなどが挙げられる。また、プロジェクトの対象 8 科目

以外の科目（モンゴル語、歴史など）についても、モデル・非モデル地域において授業研究活

動が拡大されており、生徒の授業への積極的な参加や勉強に対するモチベーションの向上など

といった、学習者に対するインパクトも確認され、非モデル区 / 県の一部では、モデル県 / 校へ

の競争意識の向上、県教育局のイニシアティブなどにより、独自に授業研究や新指導法に関す

る研修が実施されていることが確認された。

一方、新指導法及び授業研究の質については、教員、区 / 県教育局によってばらつきがみられ

る。非モデル校教員の新指導法／授業研究に対する理解度はモデル校教員よりも低いと思われ

るが、モデル校教員も十分に理解しているとは言い難い状況にある。より正確な理解を得るた

めには新指導法に係る研修を継続する必要があるが、制度面及び予算面での持続性については、

新指導法の普及計画は教員研修所の具体的な活動計画が立っていないことから不安が残る。こ

の点について、教育省から本評価調査団に対し、プロジェクトの延長要請がなされた。新指導

法の普及は教員研修所の活動方針のひとつとして位置づけられ、教員研修所はプロフェッショ

ナルチームと契約を締結したうえで、教員研修所の指導主事に対する能力強化、授業研究の実

施、新指導法の普及に関する研修モジュールの開発を協同で行う予定であるが、普及計画策定

については JICA の継続的な支援が必要である旨要請された。

本調査結果を踏まえると、新設された教員研修所が新指導法に関する適切な理解を得、プロ

フェッショナルチームがもつノウハウを適切に活用していくことは、今後の持続性担保につな

がること、また卒後研修などを通じ非モデル地域での普及という正のインパクトに寄与するこ

とから、プロジェクト期間の延長が望ましい。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（１）プロフェッショナルチーム及び区 / 県教育局指導主事の活用

授業及び授業研究の質向上のためには、プロフェッショナルチーム及び区 / 県教育局指

導主事など、学校教員以外の第三者によるインプットが重要であることから、以下の点に

ついて提言する。

１）プロフェッショナルチームについて

プロフェッショナルチームによる各区 / 県の学校訪問やテレビ会議への参加などが可能

となるような正式な仕組みを国が整える必要がある。また、プロフェッショナルチーム

のメンバーである大学の教員の授業研究活動に対するモチベーションを高めるため、本

来業務である研究活動と学校現場における授業研究活動を結び付ける取り組みが必要（授

業研究に関する国際学会での発信支援や、学会設立の支援など）。

２）指導主事について

各県 / 区の指導主事は学校のモニタリングを行う立場にあることから、授業研究をサ

ポートする重要な役割を担う。次の 3 点についての対応が必要である。

①　授業研究のモニタリング活動を、指導主事の本来業務に組み込む（教育省）

②　能力の高い人材の任命、新指導法に関する研修の実施（教員研修所）

③　モニタリング活動を支援するための予算手当（教育省 / 教員研修所）
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（２）授業研究に従事する教員を高く評価すること

現在教育改革の一環として、教員評価の仕組みの改善が計画されている。従来は研修

参加実績や行事への参加度を評価項目にしていたところ、今後は教員の本来業務である

授業活動（教員の指導技術の向上、子どもの学習達成度など）についてより高く評価す

る動きがある。国として、授業研究に取り組む教員が高く評価されるような仕組みを整

える必要がある。

３－７　 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄）

（１）大学教員の関与

プロフェッショナルチームの一員として大学の研究者がかかわったことで、学校現場の

授業研究にアカデミックな視点が盛り込まれ、授業研究の質向上が図られたこと、教員養

成機能を有する大学の教員が関与したことで、大学の教員養成課程へ新指導法が導入され

る足がかりができたことから、大学教員の関与は有効といえる。

（２） プロジェクトの早い段階でターゲットグループに効果を実感させること（自己効力感をも

たせること）

本案件のターゲットグループである教員は授業研究活動を通じて、授業研究がもたらす

生徒へのインパクト（授業に対する積極的な姿勢など）や教員への効果（チームワークの

向上、お互いに学び合う文化の醸成など）を認識し、それが授業研究を継続させようとい

う意欲の向上につながったと思われる。プロジェクトの早い段階で教員に効果を実感させ

ること、self-efficacy（自己効力感）をもたせることはプロジェクト期間中より一層の活動

推進とプロジェクト終了後の持続性確保のために有効と思われる。

（３）全国普及を見据えた非モデル校への支援を組み込むこと

本案件の上位目標はモデル県・非モデル県を含めた、新指導法の全国普及であり、本来

はプロジェクト終了後に相手国政府自らが達成すべきものであるが、モデル普及のプロ

ジェクトでは一般的に非モデル地域への介入は普及セミナーの実施など、非常に限定的な

ケースが多い。しかし本案件では非モデル地域に対し、中間レビューでの提言を踏まえ、

研修のみならずプロフェッショナルチームによる授業研究のモニタリングも一定程度行っ

た。その結果いくつかの非モデル校・非モデル県では独自の予算と人材を活用して新指導

法の普及活動が行われるという想定外の正のインパクトが確認された。このように最終的

に全国普及をめざすプロジェクトにおいて、非モデル地域に対しても一定程度の介入を行

うことは、普及の足がかりをつくるうえで有効と思われる。

（４）生徒の学力・態度の変化を測る指標を入れること

本案件実施による教員・生徒への効果は、教員や授業研究参加者等へのヒアリング等を

通じて確認できたが、本来であれば生徒の学力向上を指標に取り入れることで、教育プロ

ジェクトの効果をより客観的に示すことができたと考えられる。他方、モンゴルの場合は

初等・中等教育の全国一斉学力テストが定期的に実施されておらず、モデル地域を横断し

て測る指標を設定できなかったことから、同じような状況下にあるプロジェクトの場合、

プロジェクトの中でベースライン／エンドライン調査を実施し、モデル / 非モデル地域の
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生徒の態度変容とともに学力についても調査し、プロジェクト前後の変化を測定できるよ

うな指標の設定が望ましい。

３－８　フォローアップ状況

本現地調査から、新指導法普及の要となる教員研修所の開設及び稼働開始がプロジェクト終

了までに間に合わないことが確認された。そのため、教員研修所の活動計画に授業研究に基づ

いた新指導法を組み込み、今後の教員研修に取り入れるためには、教員研修所の稼働に合わせ

た計画づくりの支援が必要となることが明らかとなった。この点については、モンゴル側から

の要請に基づき、上述計画の策定を目的としプロジェクト期間を延長する予定。
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3-1 Achievements of the Project
(1) Outputs

Output 1:  Capacities of “the District/Aimag Teams”* in all District/Aimags to disseminate “the Teaching 
Methods” are enhanced.

Indicator 1 Training participants increase their satisfaction and understanding.
Indicator 2 Training participants’ behavior is positively changed.
Indicator 3 “District/Aimag Team” members attend the training based on the training package (at least 

8 participants) .

Summary of the Evaluation

I.  Outline of the Project

Country: Mongol
Project Title: Project for Strengthening Systems for 
Improving and Disseminating Child-Centered Teaching 
Methods

Sector: Basic Education Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project

Division
in Charge:

JICA Mongol Office

Total cost (as of the time of evaluation):
280 million yen

Implementing organization in Mongol:
Ministry of Education and Science (MES)
*Ministry of Education, Culture and Science (MECS) 
renamed as MES since Sep. 2012.

Cooperation 
Period

(R/D) December 8, 2009
Organization in Japan: Koei Research Institute (KRI), 
Tokyo Gakugei University

Three years (March 2010-February 2013) and extended for six months (March to August, 
2013)

II.  Evaluation Team

Members of
the evaluation team

<Japanese Side>
1.  Team Leader:Mr.Satoru Takahashi, JICA Senior Advisor
2.  Education Planning: Mr. Takeshi Matsuyama, JICA Human Development Dept.
3.  Evaluation Planning 1: Ms. Moeko Imayoshi, JICA Mongolia Office
4.  Evaluation Planning 2: Ms. Ch. Oyuntsetseg, JICA Mongolia Office
5.  Evaluation and Analysis: Ms. Chie Tsubone, Global Link Management, Inc.
<Mongolian Side>
6.  Leader: A. Tuya, Head, Primary and Secondary Education Division, MES
7.  Member: J. Narantuya, Officer, Strategy and Policy Planning Department, MES
8.  Member: N. Oyuntsetseg, Professor, Chemistry Department, National University 

of Mongolia

Evaluation Period 2012/10/1 - 2012/10/18 Terminal Evaluation

III.  Overview of Evaluation Results
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Output 1 has been mostly achieved. Indicator 1 shows that the average satisfaction level of training 
participants in 2011 was high, which was more than 4 out of 5-sclae evaluation while understanding level 
on the Teaching Methods was relatively low; 39.6% of teachers and 14.9% of school managers answered 
correctly to questions regarding the Teaching Methods. Because recent data on the levels of satisfaction and 
understanding is not available, the level of improvement could not be analyzed quantitatively. However, 
teachers and specialists of DECs interviewed by the evaluation mission team acknowledged that their 
understanding on the Teaching Methods was improved through the Project. Regarding Indicator 2, Lesson 
Study was implemented by 64% of all the schools in the country after training, which indicates relatively 
high level of behavioral changes because implementation of Lesson Study nationwide is the indicator used 
for the Overall Goal. Indicator 3 has been fully achieved.

Output 2: Models of “Lesson Study” are developed in model District/Aimags.
Indicator 1 Model schools develop “Lesson Study Implementation Plan”.
Indicator 2 Model schools conduct “Lesson Study” at least twice a year in the eight subjects.
Indicator 3 Quality of “Lesson Study” at model schools is improved.
Indicator 4 Satisfaction level of participants in “Lesson Study” at model schools is increased.

Output 2 has been mostly achieved. Indicator 1 has been achieved. Regarding Indicator 2, compared to the 
data of 2010/2011, the frequency of implementation of Lesson Study in 2011/2012 was increased though it 
was slightly below the objective. In the academic year 2011/2012, 57% of model schools conducted Lesson 
Study more than twice in 8 subjects, and 93% conducted it more than twice in 6 subjects. About Indicator 
3, though quantitative data was not available, alternative qualitative information indicating improvement 
was obtained. Therefore, it was mostly achieved although there is still room for improvement. Indicator 4 
shows that the satisfaction level of participants in Lesson Study in year 2012 was increased compared to 
that of year 2010.

Output 3:  Capacities of schools in model District/Aimags to practice “the Teaching Methods” are enhanced.
Indicator 1 70% of teachers and management posts of all schools in model District/Aimags’ complete 

the training on “the Teaching Methods” based on the training package.
Indicator 2 80% of all schools in model District/Aimags formulate “Lesson Study implementation plan”.
Indicator 3 Lessons learnt and recommendation on teaching methods improvement from model District/

Aimags are collected.

Output 3 has been mostly achieved. Regarding Indicator 1, more than 70% of teachers and school 
managers completed training in each model District/Aimag. About Indicator 2, more than 80% of model 
schools developed a Lesson Study implementation plan. Regarding Indicator 3, a management handbook to 
disseminate the Teaching Methods, which includes lessons learnt and recommendations collected through 
the implementation of the Project, is being developed and will be finalized in December 2012.

Output 4:  The environment to disseminate and establish “the Teaching Methods” in PRESET is improved.
Indicator 1 ” The Teaching Methods” in the training package is introduced to PRESET.
Indicator 2 Policy recommendation is adopted by Ministry of Education, Culture and Science (MECS) 

in its annual policy objectives.
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Output 4 has been mostly achieved. Lesson Study as a tool to disseminate the Teaching Methods was 
incorporated into the curricula of Faculty of Chemistry and Faculty of Physics at National University of 
Mongolia, and it is also being introduced in Mongolia State University of Education. On the other hand, 
Indicator 2 was not appropriate to show the achievement of Output4 though the indicator was achieved.

(2) Project Purpose
Project Purpose: Systems to disseminate “the Teaching Methods” nationwide are strengthened.

Indicator 1 The quality lessons utilizing the Teaching Methods in the 8 subjects are practiced in model 
schools.

Indicator 2 “Lesson Study” is conducted at least twice in at least the 70% of schools in model District/
Aimag every year.

Indicator 3 All Districts/Aimags formulates the training plan on “the Teaching Methods”.
Indicator 4 Political, financial and human resources commitment are made by MECS.

The Project Purpose has been mostly achieved. Regarding Indicator 1, according to the results of 
monitoring by the project team, though most of the subjects scored more than three out of five-scale 
evaluation, there is room for improvements in some subjects in certain District/Aimags. Indicator 2 and 3 
have been achieved. Indicator 4 has been mostly achieved except for development of an action plan by MES 
to disseminate the Teaching Methods.

3-2 Evaluation by Five Criteria
Criteria Evaluation Results

Relevance

▪  Relevance of the Project is moderately high.
▪  "Comprehensive National Development Strategy" (2007-2012), Mongolian national 

development plan, and "Educational Master Plan (2006-2015)" place emphasis on 
teacher development as a key strategy for educational development. According to 
Japan’s country assistance policy for Mongolia, the Project corresponds to one of the 
Development Issues, “Improvement of Basic Social Services”, targeted by the Priority 
Area “Assisting Inclusive Growth”. Thus, the Project is consistent with the policies of 
both countries.

▪  DECs and schools had been struggling to implement the Teaching Methods, and 
needed technical supports. Therefore, the Project, which aims to strengthen systems to 
disseminate the methods, caters to the Mongolian needs.

▪  Capacities of teachers were strengthened through Lesson Study, which has contributed 
to enhanced teamwork among teachers, effective use of blackboard, development of 
lesson plan focusing more on children, and particularly creation of a culture of critical 
collaborative inquiry in school. Capacities of Professional Team and DECs were also 
strengthened to observe lessons and provide appropriate advice and comments to 
teachers. Such evidence and commitments show that the approach is appropriate that 
the foundation for disseminating the Teaching Methods has been consolidated.
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▪  After the mid-term review, circumstance of the project changed that INSET is under 
the responsibility of IUTP, which is a newly established organization resulted from 
political reformation.

Effectiveness

▪  Effectiveness of the Project is medium.
▪  The Project Purpose has been mostly achieved with remaining issues regarding quality 

of lessons and development of action plan on dissemination of the Teaching Methods 
by IUTP.

▪  The outputs are mostly achieved that teachers, school managers, DEC staff and 
Professional Team members acknowledge that their capacities were developed through 
the Project.

▪  The approach to disseminate the Teaching Methods through Lesson Study was 
effective to strengthen capacities of teachers in short period of time. Moreover, as it 
is an approach to promote teamwork, capacities were enhanced not only at individual 
level but also at school level.

▪  Coordination with other interventions such as Social Sector Support Program and 
Japan Overseas Cooperation Volunteer raised the efficiency of the Project.

▪  Although qualitative data gathered sufficiently but quantitative data to show 
improvements at teacher and student levels was not collected by the Project sufficiently.

Efficiency

▪  Efficiency of the Project is high.
▪  Lesson Study is a practical and cost-efficient training that it does not require special 

venue and traveling fees, and produces results in short period of time.
▪  MES speared certain amount of budget for the Project and DECs and schools also 

conducted related activities utilizing their own resources.
▪  Outputs of the Phase I of the Project, which are teachers’ guides and Professional Team 

members, were optimized.

Impact

▪  Impact of the Project is relatively high.
▪  Overall goal is presumed to be achieved that one of the two indicators has already 

achieved. Besides, though the other indicator is not fully achieved, yet 476 schools 
out of all the 747 schools (64%) in the country conducted Lesson Study at least once 
during the project period.

▪  Positive impacts at student level are observed by teachers such as more active 
participation in class, and higher motivation to study. In addition, related training 
and other activities were conducted in model and non-model areas utilizing their own 
resources; many model and non-model schools conduct Lesson Study not only in eight 
subject targeted by the Project, but also other subjects such as Mongolian Language 
and History; one of the Professional Team members will participate in an international 
conference and make a poster presentation on the case study of Lesson Study.
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Sustainability

▪  Sustainability of the Project is medium.
▪  It is likely that dissemination of the Teaching Methods will be incorporated in the 

education reform, which will be conducted from 2012 to 2016. However, because 
IUTP is a new organization, recruitment of staff is still ongoing, and the details of the 
plan have not been determined yet.

▪  Specific budget has not been allocated to disseminate the Teaching Methods after the 
end of the Project. However, MES stated that it would secure necessary budget.

▪  The current teacher evaluation system does not incorporate teacher’s practice on the 
Teaching Methods.

▪  Capacities of MES, Districts/Aimags and schools were developed through the Project. 
However, there is room for improvement in quality of lessons and Lesson Study, and 
continuous technical supports by MES and PT will be necessary.

3-3 Factors Contributing in the Production of Effect
(1) Planning

Relatively longer duration of supports since the first phase
The foundation to disseminate the Teaching Methods was laid by the first phase. Especially, the 

Professional Team became able to make proper comments and advice in Lesson Studies enable the Project 
to carry out activities of Phase II without significant difficulties. Moreover, good relationship with the 
Mongolian side developed during the first phase enabled the Project to operate smoothly.

Introduction of practical Lesson Study approach
Lesson Study functioned as a practical tool to practice the Teaching Methods for teachers. Capacities 

of teachers were strengthened through Lesson Study, which has contributed to enhanced teamwork 
among teachers, effective use of blackboard, development of lesson plan focusing more on children, and 
particularly creation of a culture of critical collaborative inquiry in school. Capacities of Professional Team 
and DECs were also strengthened to observe lessons and provide appropriate advice and comments to 
teachers. Lesson Study can also involve other schools easily by inviting them as observers. This nature of 
Lesson Study allows quick dissemination of the approach. .

(2) Implementation Process
High level of ownership at the Mongolian side

MES secured budget for the Project. DEC and schools also conducted activities utilizing their own 
resources.  In addition, MES stated that they will work out a concrete plan for continuous professional 
development of teachers in Mongolia, utilizing IUTP as a core implementing agency. Such evidence and 
commitments show that the foundation for disseminating the Teaching Methods has been consolidated.

Availability of teachers’ time to engage in Lesson Study
Teachers in Mongol are required to stay at school to engage in school affairs for certain hours even after 

they finished teaching all the classes of the day. Therefore, they had enough time to engage in activities of 
the Project, otherwise they would have engaged in second job outside the school.
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3-4  Problems and Factors that Raised Problems
(1) Planning

Insufficient teachers’ understanding regarding contents of the Teaching Methods
Although teachers learned how to conduct Lesson Study, their understanding level on child-centered 

teaching methods is still not sufficient. Therefore, the Project tried to accompany Professional Team member 
every time they conduct Lesson Study, in order to show what the appropriate advice for the teachers to 
practice child-centered teaching is.

Insufficient teachers’ knowledge regarding contents of subjects
It was indicated by JICA experts that teachers’ knowledge regarding subjects is not sufficient, and it is 

one of the constraining factors to improve quality of lessons. Thus, the project requested every school to 
prepare Lesson Study by team including school managers. Besides, the Project carried out study session on 
some subjects （math and natural science) how these subjects are taught in Japan, in order for teachers to 
understand more about the objectives teach the subjects.

(2) Implementation Process
Load on Professional Team members and model schools to disseminate Lesson Study

Professional Team members mentioned that allowance for monitoring visit is not sufficient, and condition 
of accommodation is difficult. Also, schools need to adjust schedule to provide training for non-model 
schools. Some schools mentioned that they do not have sufficient budget to conduct training for non-model 
schools. After the Project requested MES, travel allowance has been allocated to participate in the training 
or monitoring in non-model Aimags/Districts and non-model schools.

3-5  Conclusion
Through the careful examination of outputs and indexes and other impacts attained, the Project Purpose 

has been mostly achieved. The Project has high relevance that is aligns with the policy of both Mongolian 
and Japanese side. Although the Project effectiveness is medium due to the INSET system renovation and 
uncertainness of the Mongolian side’s implementation body, yet without these external factors, the method 
of Lesson Study is effective to achieve the Project purpose. It could be confirmed through the unexpected 
positive impacts generated from the Project. For example, the Lesson Study activity has expanded to non-
targeted areas and subjects. Currently the model and non-model schools conduct Lesson Study not only on 
the eight target subjects, but also other subjects. There are also positive impacts on students such as active 
participation in class, higher motivation to study, and so on. Some of DECs in non-model Districts/Aimags 
conduct training and Lesson Study with their own initiatives and resources.  It clearly shows that a part of the 
overall goal has achieved.

On the other hand, understanding about the Teaching Methods and Lesson Study in non-model Districts/
Aimags is not as high as that of the model District/Aimags. Even model District/Aimags need to deepen 
understanding about the Teaching Methods through Lesson Study. And the concrete action plan for 
dissemination of the Teaching Methods needs to be developed by IUTP in close collaboration with MES. This 
implies that sustainability of the project from financial and institutional aspects should be ensured.

In this regard, the Mongolian side requested that JICA extend the Project for a certain period of time to 
strengthen the capacity of disseminating the Teaching Methods. MES stated that Professional Team will, based 
on the mutual contract, cooperate with IUTP in developing capacities of specialists in IUTP, implementing the 
Lesson Study, and developing the training module for dissemination of the Teaching Methods. MES considers 
that the dissemination of the Teaching Methods will be included as one of the key activities of IUTP and 
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JICA’s technical support to develop the dissemination plan will be necessary. With the thorough consideration 
on the results of the evaluation, a short period of extension will be reasonably necessary that it leads to a 
sustainability of the Project and further positive impacts by expanding to non-model areas.

(1) Utilizing Professional Team and Specialists in DECs
In order to continuously enhance the quality of lesson and Lesson Study, it is essential to have external 

observers （Professional Team and specialists in DECs) other than school teachers to provide advice and 
comments. The following measures are expected to be taken.
(a) Professional Team

It is recommended that the mechanism be established to enable PT to visit schools in Districts/Aimags 
and attend teleconferences connected to those sites. In addition, in order to encourage PT members 
（mostly university professors) , it is recommended to strengthen linkage their research work with 
Lesson Study activities. For example, it would be effective to encourage professors to attend international 
conferences on Lesson Study, or to establish academic society on Lesson Study in Mongolia.

(b) Specialists in DECs
Specialists in DECs have an important role to support schools to enhance the quality of Lesson Study 

because they are supposed to closely monitor schools. It is recommended that: 1) including monitoring 
work for Lesson Study in their professional responsibilities; 2) appointment of capable persons and 
training on the Teaching Methods; and 3) allocation of budgets for monitoring schools.

(2) Considering Teacher’s Engagement in Lesson Study in their Career Path
MES stated that the evaluation system for teachers will be improved for focusing more on the performance 

of teachers and students. As one of items of personnel assessment, teachers who are engaged in Lesson 
Study should be positively evaluated in their career development.

(1) Involving Faculty Members of Universities
Not only DECs and schools, university professors are involved as Professional Team in the project 

activities. Those human resources with academic expertise are valuable to enhance the quality of Lesson 
Study. Also, such involvement contributes to introducing the Teaching Methods to PRESET in universities.

(2) Realizing Self-efficacy of Teachers at the Early Stage of the Project
Through implementing Lesson Study, teachers have recognized various impacts on students and 

teachers themselves. Those successful experiences led to their self-efficacy, encouraging them to be more 
actively involved in Lesson Study. So it is vital for the target group to feel the self-efficacy and confirm the 
effectiveness of the Project at the early stage.

(3) Reaching Out to Non-model Areas for Nationwide Dissemination
In addition to intervention to model areas, some extent of intervention such as training and monitoring 

on Lesson Study has been implemented for non-model areas. It prompted some non-model DECs and non-
model schools to implement and disseminate Lesson Study with their own initiatives and resources during 
the project period. With the achievement of the Overall Goal in perspective, it would be effective to include 

IV.  Recommendations

V.  Lesson Learned
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some extent of intervention in non-model areas as well in the original project design.

(4) Setting Indicators to Measure Attitude Changes of Teachers and Students
In order to show clear results of education projects, it would be effective and persuasive to set indicators 

on how attitudes of teachers and students are changed before and after intervention.
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

モンゴル国では、暗記中心の教授法による授業が中心となっており、国際的に適応する人材を

育成するため、モンゴル国政府は 2005 年 9 月に新教育スタンダード（国レベルのカリキュラム

で日本の学習指導要領に当たる）を制定し、子どもの発想や自主的な思考を促すような「子ども

の発達を支援する指導法」（以下、「新指導法」と記す）への転換を掲げた。

これを踏まえ、2006 ～ 2009 年に独立行政法人国際協力機構（JICA）は技術協力プロジェクト「子

どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト」を実施し、新教育スタンダードに対応した教員

向け指導書（8 科目）と指導書作成マニュアル、及び授業モニタリングマニュアルを開発した。

当該指導書は、モンゴル国教育文化科学省（現教育科学省、以下「教育省」と記す）から高い評

価を受け、指導書の普及を後押しする大臣令等も発出され、全国の学校に配布された。他方、現

場の教員は、当該スタンダードが学術的な内容のため理解が進まず、また従来の暗記中心の教授

法に慣れており授業方法の変更に対応できないという課題がみられたことから、現場の教員が新

指導法を正しく理解し実践していくための取り組みが求められた。

このような状況下、JICA は 2010 年より技術協力プロジェクト「子どもの発達を支援する指導

法改善プロジェクトフェーズ２」（以下、「プロジェクト」と記す）を開始し、新指導法普及の担

い手となる各区 / 県教育局の指導主事、各区 / 県の学校の管理職及び教員の代表者等の能力強化

をめざすとともに、既存の現職教員研修等の枠組みを活用し、現職教員に対する新指導法普及体

制の強化を行っている。全国各区及び県（非モデル区 / 県）の関係者の能力強化研修実施に先立

ち、モデル区 / 県に対する研修の試行、その結果の研修教材への反映が行われた。新指導法を実

践するための研修だけではなく、日常的な授業改善への取り組みとして、モンゴル国の教育現場

に則した「授業研究」モデルを構築し、新指導法普及の研修ツールとして活用し、さらに非モデ

ル区 / 県を対象とした研修実施、研修ツールの教員養成校における活用、授業研究活動を制度化

するための研究活動及び政策提言等を通じ、新指導法の全国的普及を図るべく取り組んでいる。

本終了時評価調査は、2013 年 2 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成

果を確認・評価するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似案件の実施にあ

たっての教訓を導くことを目的として実施した。

１－２　調査団の構成

終了時評価は以下から構成される終了時評価調査団（以下、「調査団」と記す）によって実施

された。

＜日本側＞

分　野 氏　名 所　属

総　括 髙橋　悟 JICA 国際協力専門員

教育計画 松山　剛士 JICA 人間開発部　基礎教育第一課

協力企画１ 今吉　萌子 JICA モンゴル事務所　所員

協力企画２ Ch. Oyuntsetseg JICA モンゴル事務所　所員

評価分析 坪根　千恵 グローバルリンクマネージメント株式会社
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＜モンゴル側＞

Leader Ms. A. Tuya 教育科学省基礎・中等教育課長

Member Ms. J. Narantuya 教育科学省戦略政策企画局オフィサー

Member Ms. N. Oyuntsetseg モンゴル国立大学化学学部　教授

１－３　調査日程

現地調査は 2012 年 10 月 1 日から 18 日にかけ実施された。調査日程の概要は以下のとおり。

高橋 松山 坪根 今吉 Oyuntsetseg

1 10/1 月

9：00 団内打合せ

11：00 プロジェクト専門家　インタビュー（石井総括）

15：00 教育省科学政策実施局長　協議

16：00 モンゴル国立大学　Oyuntsetseg 氏　インタビュー

17：00 プロジェクト専門家　インタビュー （鈴木専門家）

2 10/2 火
AM ブルガン県へ移動

PM セレンゲソム校　インタビュー

3 10/3 水
AM セレンゲソム校　授業視察

PM ブルガン県教育局　インタビュー

4 10/4 木
AM ブルガン県第 1 学校　授業視察及びインタビュー

PM ダルハン県教育局長、第 19 番学校　インタビュー

5 10/5 金

AM
ダルハン県教育局　インタビュー、第 19 番学校　

授業視察

PM
第 15 番学校　授業視察、インタビュー、ウラン

バートル市へ移動

6 10/6 土 終日 評価報告書作成

7 10/7 日 終日
ウランバートル

到着
評価報告書作成

8 10/8 月

AM 第 67 番学校　インタビュー及び授業視察

PM
教員研修所、プロフェッショナルチーム（数学、物理）、プロジェク

ト専門家　インタビュー

9 10/9 火

AM 教育省 協議

PM
ウランバートル市教育局長、ソンギノハイルハン区　教育課　指導主

事、プロフェッショナルチーム（人間と環境、IT、総合学習、管理職

チーム）インタビュー

10 10/10 水
AM 第 12 番学校　授業視察及びインタビュー

PM チンゲルテイ区　教育課　指導主事　インタビュー
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11 10/11 木
AM M/M 作成及び団内協議、ザブハン県へ移動

PM ザブハンマンダルソム校　インタビュー

12 10/12 金

AM
ザブハンマンダルソム校　授業視

察
松山、今吉、Oyuntsetseg：ザブハ

ン県教育局と非モデル校研修の

視察PM
エルデンハイルハンソム校　授業

視察及びインタビュー

13 10/13 土
AM ウリアスタイ市チャンドマンエルデネ校　インタビュー及び授業視察

PM ウランバートル市へ　移動

14 10/14 日 終日 M/M 作成及び団内協議

15 10/15 月
AM M/M 作成及び団内協議

PM プロフェッショナルチーム（化学、人間と自然）インタビュー

16 10/16 火
AM 団内協議

PM M/M 協議（教育省）

17 10/17 水 AM M/M 作成

18 10/18 木
AM 合同調整委員会（JCC）、M/M 署名

PM 在モンゴル日本国大使館、JICA モンゴル事務所　報告

１－４　終了時評価の方法

本終了時評価調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第１版」に基づき、日本、モンゴル双方

から選出された評価メンバーによって実施された。終了時評価では、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）と活動計画表（PO）に基づきプロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、

評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の視点による評価を行う。終了時

評価では特にプロジェクトの有効性、インパクト、持続性に焦点を絞り、プロジェクト目標が達

成されたかどうかを総合的に検証することを目的としている。

本終了時評価では、達成度、実施プロセス、５項目評価の項目ごとに、具体的な質問を設定し

た評価グリッドを作成し、それに基づいて評価を行った。評価グリッドは、2011 年 9 月 21 日に

改訂され JCC により承認された PDM Version 3 を基に作成された。表１－１に PDM のロジカル

フレームワークの内容を示す。評価５項目の視点については表１－２のとおりである。

表１－１　PDM の ロジカルフレームワーク

上位目標
プロジェクト目標が達成された結果として、発現が期待される開発効果で、

プロジェクトの方向性を示す。

プロジェクト

目標
プロジェクトの実施により、終了時までに達成が期待されている目標。

成果
プロジェクト目標を達成するために実現すべき複数の事項で、活動の実施に

より達成される。
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活動
プロジェクトの成果を実現するために、人員、資金、機材などの投入を効果

的に用いて実施する具体的な行動。

外部条件
プロジェクトの成功のために重要であるが、プロジェクトではコントロール

できず、かつ、生ずるか否かが不確かな条件。

指標
成果、プロジェクト目標、及び上位目標の達成度を具体的に示す基準となる

量的、質的な目標値。

入手手段 指標を検証するためのデータソース。

投入
プロジェクト実施のために必要で、援助側、非援助側が提供する人員、資金、

機材、施設など。

前提条件 プロジェクト開始前に満たされるベき事柄、条件

表１－２　５項目評価の視点

妥当性

プロジェクト実施の必要性、正当性に関する評価

・ プロジェクト目標、上位目標が、モンゴル国政府の開発目標や受益者ニー

ズに合致しているか。

・ 日本の政策や JICA 事業計画との整合性はあるか。

・ モンゴル国における当該セクターに対するアプローチの選択肢として適切

か。

有効性

プロジェクトの効果に関する評価

・ プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。

・ 成果及びプロジェクト目標の評価時点での達成状況、及び将来達成する見

込みはあるか。

効率性

プロジェクトの効率性に関する評価

・ 成果の達成度と活動は適切に設定されているか。

・ プロジェクトの成果と投入の関係において、資源が有効に活用されている

か。

・ 投入の時期、質、及び規模は適切か。

インパクト

プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価

・ 上位目標の発現及びモンゴル国開発計画へのインパクトは見込めるか。

・ 上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。

・ プロジェクトが実施されることによる直接的、間接的な正負のインパクト

が生じているか。

持続性

プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する効果

・ 援助の終了後、プロジェクトで実現した効果が持続するか。

・ 政策、財政、組織、制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施

された活動が継続的に行われるための基盤、支援があるか。
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１－５　データ分析方法

本評価では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。

①　プロジェクト関係書類のレビュー

②　主要関係者への質問票配布と受領

日本人専門家、プロジェクトマネージャー、プロジェクトコーディネーター、プロフェッ

ショナルチーム、モデル区 / 県教育局、モデル校

③　主要関係者へのインタビュー

日本人専門家、プロジェクトマネージャー、プロジェクトコーディネーター、プロフェッ

ショナルチーム、モデル区 / 県教育局長 及び / または 指導主事、非モデル県教育局長、モデ

ル校及び非モデル校校長・学習マネージャー・教員

１－６　評価上の制約

① 　成果１の指標１や成果２の指標３は、向上度合いを示す指標であるが、比較すべきデータ

が取られていなかったため、向上度合いの判断が困難であった。また、プロジェクト目標の

指標１は中間レビュー後に改定された指標であるが、「質」の定義がされておらず、測定方

法や目標値も設定されていないことから、プロジェクトがモニタリングにより付与した点数

の価値判断が困難であった。

② 　プロジェクト期間後半において、非モデル区 / 県への介入が行われ、非モデル地域におい

てもある程度のプロジェクト活動が実施されることとなったため、モデル地域と非モデル地

域との比較は不可能であった。

③ 　委託している現地コンサルタント会社からのエンドライン調査報告書の提出が遅れている

ため、プロジェクトの効果を測るための材料が十分に得られなかった。

④ 　終了時評価の調査日数が限られていたため、遠隔地でより困難な状況にある非モデル県の

学校での情報収集ができなかった。
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第２章　プロジェクトの概要

２－１　基本計画

協力期間 2010 年 3 月～ 2013 年 2 月

対象地域

（モデル地域）
ウランバートル市ソンギノハイルハン区、ブルガン県、ザブハン県

上位目標 モデル区 / 県及び他の区 / 県で「新指導法」が実施される。

プロジェクト目標 新指導法を普及する体制が強化される。

成果

１． 全ての区 / 県の新指導法普及チームの新指導法普及能力が向上する。

２．モデル区 / 県において ｢ 授業研究 ｣ のモデル事例が開発される。

３．モデル区 / 県の新指導法実践の能力が向上する。

４． 教員養成課程における新指導法の普及および定着に向けた環境が改善

される。

２－２　実施体制

プロジェクト運営では、フェーズ１から指導書の作成にかかわってきた人材を中心に、プロ

ジェクトの意思決定機関として「基本チーム」を設置し、2010 年 1 月 8 日付の教育文化科学大

臣令５号で承認された（JCC メンバーを兼任）。また、基本チームメンバーがリーダーとなり、

科目ごとのワーキンググループが結成され、「プロフェッショナルチーム」として組織されてい

る（2010 年 12 月 15 日付、教育文化科学大臣令 575 号にて承認）。

 
 
  
  
 
  
 
 
  
   
 
 
 
  
  
  
 
 
 
  
 
 
  

研修実施（②）

研修実施（⑤） 

教育実習における

「指導法」実践 

研修実施 

政策提言 
「指導法」の紹介 

授業研究（③） 
研修実施（④）

就職 

「指導法」実践 

成果 2 

成果 3 

 
基本チーム 

日本側 
プロジェクトチーム 

教育省・教育研究所 

教員養成校 
教官 

教員養成校 
学生 

全国の「区/県チーム」 
（指導主事・学校管理職員・ 

教員・大学教官など） 

モデル｢区/県チーム｣ 
（指導主事・学校管理職員・ 

教員・大学教官など） 

モデル学校

モデル区/県の小中学校児童生徒 全国の小中学校児童生徒 

小中学校の校長・教頭・教員 

全国の小中学校の

校長・教頭・教員 

成果 1 

成果 4

研修パッケージ開発・改訂（①）

「指導法」の教授 

「指導法」実践 

プロジェクトの活動 

プロジェクト外の活動 

 

授業研究・研

修のモニタ

リング・フィ

ードバック 

（③’、④’）

出典：本プロジェクト詳細計画策定調査報告書から引用

プロジェクトの概念図
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第３章　計画達成度

３－１　投入実績

日本側、モンゴル側からの主な投入は以下のとおり（詳細は、付属資料 1「ミニッツ」の

ANNEX 3 ～ 8 を参照）。

３－１－１　日本側投入

（１）専門家

計 7 名の専門家が、総括／研修計画１、研修計画２／モニタリング・評価、指導法普

及（理科）、指導法普及（算数、数学）、指導法普及（理科・総合学習）、指導法普及（IT）、
及び研修実施／授業研究支援の分野で配置され、2012 年 10 月 31 日までに計 61.33 人月分

（国内作業分も含む）が投入された。

（２）本邦研修

第１年次には 2010 年 10 月 4 日から 15 日の研修に 8 名（教育省、教育局、教育研究所、

モンゴル国立大学、モンゴル教育大学の代表）、第２年次には 2011 年 9 月 26 日から 10 月

7 日の研修に 22 名（教育局指導主事、学習マネージャー、教員）、第３年次には 2012 年 6
月 18 日から 29 日までの研修に 21 名（教育省、教育局指導主事、校長、学習マネージャー、

教員）が参加した。

（３）技術交換

インドネシアにおいて、2012年 5月 21日から 29日にかけて技術交換が行われ、11名（教

育省、教育研究所、モンゴル国立大学、モンゴル教育大学、教育局指導主事、学習マネー

ジャー）が参加した。

（４）機材供与

2012 年 10 月 31 日までに供与された機材の合計額は、2,774,664 円にのぼる。そのうち、

ビデオカメラと付属部品は各モデル校に供与され、プロジェクターは各モデル区 / 県の教

育局に供与された。また、スカイプ用ウェブカメラとヘッドフォンが、各モデル校、各モ

デル区 / 県教育局、前プロジェクトのモデル区 / 県教育局、プロフェッショナルチームの

各教科グループに供与された。

（５）現地業務費

2013 年 2 月のプロジェクト終了までの現地業務費は、48,583,000 円を予定している。

３－１－２　モンゴル側投入

（１）カウンターパート

中央レベルでは、プロジェクトダイレクター（教育省副大臣）、プロジェクトマネー

ジャー（教育省政策実施局長）、プロジェクトコーディネーター 4 名（教育省政策実施局

初等・中等課課長、モンゴル国立大学科学研究所局長、教育研究所研究員 2 名）、基本
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チームメンバー
1 13 名、プロフェッショナルチームメンバー

2 71 名が配置された。区 / 県
レベルでは、各モデル区 / 県教育局にプロジェクト担当の指導主事が 1 名配置されたほか、

各モデル区 / 県において、約 11 名から成るチームが組織され、プロジェクト活動を行っ

た。

（２）施設提供

プロジェクト事務所スペースが、2012 年 8 月までは教育省内に、それ以降は教員研修

所内に提供されており、電気代、水道代などもモンゴル側が負担した。

（３）コストシェア

モンゴル側より、合計 159,034,930 Tg 3
が拠出され、プロジェクトコーディネーターの給

与、研修パッケージの執筆料、研修講師の講師料、カウンターパートのモニタリングの際

の保険料、及び非モデル県におけるモニタリングの日当・交通費、授業研究ウェブサイト

の構築及び管理費、ビデオ制作のためのシナリオ執筆料などが賄われた。

３－２　活動実績

プロジェクトの活動は、ベースライン調査及びエンドライン調査を除いては、ほぼ計画どおり

に実施された。表３－１にプロジェクトで実施された主な活動をまとめる。

表３－１　活動実績

PDM ver. 3 で計画された活動 実施された活動

0-1　研修パッケージ執筆者

及びトレーナーにより構成

されるプロフェッショナル

チームが組織される。

2010 年 4 月に基本チームとプロフェッショナルチームが組

織された。基本チームは教育省、教育研究所及び大学教員で

構成されており、プロフェッショナルチームは基本チームメ

ンバーの一部、大学教員、教育局指導主事、教員で構成され

ている。プロフェッショナルチームメンバーのほとんどが

フェーズ１にも参加している。

0-2　教育省がモデル区 / 県を

選定する。

モデル区 / 県は、プロポーザル方式により、地域や人材につ

いても考慮されたうえで選定された。その結果、ソンギノハ

イルハン区、ブルガン県、ザブハン県が選ばれた。

1
　教育省、教育研究所、大学教員から成るプロジェクト運営におけるモンゴル側意思決定機関。

2
　研修パッケージの開発及び研修の実施を担当するなど、プロジェクトを運営していくうえでの実動部隊。

3
　現地通貨 Tg 対円：1Tg=0.055 円（2012 年 10 月 JICA 統制レート）
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成果１：全ての区 / 県の新指導法普及チームの新指導法普及能力が向上する。

1-1-1　プロフェッショナル

チームがモデル区 / 県チー

ム向けに行う研修のパッ

ケージを開発する。

研修パッケージを開発する会議及びワークショップが数回に

わたって開催され、基本チーム、プロフェッショナルチーム、

JICA 専門家チームが参加した。研修パッケージのドラフトが

研修において試行され、得られたフィードバックを基に 2012
年 10 月に改訂され、同年 11 月の研修で試行される予定であ

る。改訂されたドラフトは、2012 年 12 月に最終化される予定

である。

1-1-2　プロフェッショナル

チームが、活動 2-3 及び 3-3
で言及されているモニタ

リング結果を基に研修パッ

ケージを改訂する。

1-1-3　プロフェッショナル

チームが、活動 1-1-2 で改

訂された研修パッケージを

用い、すべての区 / 県チー

ムに対し研修を実施する。

全区 / 県対象の研修を実施するため、2011 年 10 月に 2 日間の

ToT がプロフェッショナルチームメンバー及びモデル区 / 県関

係者を招いて開催された。その後、5 日間の全区 / 県対象の研

修が 2011 年 11 月に全国 6 カ所で開催され、595 名の参加者が

参加した。

1-1-4　プロフェッショナル

チームが、必要に応じて、

すべての区 / 県チームに対

し技術支援を行う。

技術的支援と活動の進捗確認のため、全モデル区 / 県チーム

に対するモニタリングが行われた。モニタリングは以下の非

モデル県においても実施される。

１．バヤン・ウルギー県（2012 年 4 月）

２．ダルハン・ウール県（2012 年 5 月）

３．ヘンティ県（2012 年 5 月）

４．チンゲルテイ区（2012 年 9 月）

５．ドンドゴビ県（2012 年 10 月）

６．フブスグル県（2012 年 10 月）

また、非モデル県における研修も以下の県において実施され

た。

７．スフバートル県（2012 年 9 月）

８．ウブルハンガイ県（2012 年 9 月）

９．ウムヌゴビ県（2012 年 10 月）

1-2-1　モデル区 / 県のベース

ライン調査を行う。

2010 年 9 月から 10 月にかけて、モデル県及び非モデル県にお

いて現地コンサルタント会社によるベースライン調査が行わ

れた。エンドライン調査は 2012 年 3 月から 9 月にかけて現地

NGO に委託して行われた。委託した現地コンサルタント会社

及び現地 NGO が円滑な業務を行えず、両報告書の提出は遅れ

た。

1-2-2　教育省がモデル区 / 県
教育局が選定したモデル校

を承認する。

カスケード方式の研修スタイルを考慮し、各モデル区 / 県に

おける地域の中心校である 14 校が モデル校として選定され

た。（ソンギノハイルハン区から 3 校、ブルガン県から 5 校、

ザブハン県から 6 校）
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1-2-3　モデル区 / 県がモデル

区 / 県チームメンバーを選

定する。

区 / 県チームが各モデル区 / 県で組織された。ソンギノハイル

ハン区からは 11 名（教育局より 3 名、教員 8 名）、ブルガン

県からは 13 名（教育局より 10 名、教員 3 名）、ザブハン県か

らは 21 名（教育局より 12 名、教員 9 名）がチームメンバー

として選定された。

1-2-4　プロフェッショナル

チームがモデル区 / 県チー

ムに対し研修を行う。

プロフェッショナルチームによるモデル区 / 県向けの 5 日間

の研修が 2010 年 11 月に実施され、268 名が参加した。参加者

は、教育局長及び指導主事、校長、学習マネージャー、教員

であった。

成果２：モデル区 / 県において「授業研究」のモデル事例が開発される。

2-1　モデル区 / 県チームが

授業研究実施計画を策定す

る。

2010 年 11 月の研修中にモデル校及び教育局が授業研究計画

を作成し、プロジェクトチーム 4 に 2010 年 12 月に提出され

た。しかし、各学校・教育局で計画の内容やフォーマットが

異なっていたため、プロジェクトチームが再度これらを明確

にし、計画が再提出された。これらの計画に基づき、各校の

代表が 2010 年 11 月の研修で得た知識を他の教員に共有する

セミナーを開き、授業研究が各モデル校で実施されるように

なった。

2-2　モデル区 / 県チームが、

2-1 で 策 定 さ れ た 計 画 に

従って、モデル校において

授業研究を実施する。

2-3　プロフェッショナルチー

ムがモデル校で実施される

授業研究のモニタリングを

行い、助言をする。

プロフェッショナルチームと JICA 専門家チームが、モデル

区 / 県において授業研究のモニタリングを 2011 年 2 ～ 3 月、

2011 年 9 ～ 10 月、2012 年 3 月、2012 年 9 ～ 10 月に行った。

モニタリングの目的は、実際の授業研究の実施状況の確認を

すること、研修パッケージのフィードバックを得ること、授

業研究実施及び改善のための助言を行うことであった。

2011 年 6 月及び 2012 年 10 月 24 日 6 月にウランバートルで授

業研究報告会が開かれ、授業研究実施の結果を各区 / 県が共

有し、次年度の計画を策定した。

2-4　モデル校がプロフェッ

ショナルチームによるモニ

タリング結果及びアドバイ

スを、次の授業研究に反映

する。

モニタリングチームからのアドバイスは、モデル校にとって

有用なものとなった。その主な理由として、① 物理、化学、

数学、IT の科目を教える教員が小規模校では少ないこと、② 
教員たちは教授法について専門家からアドバイスをもらえる

機会がほとんどないこと、③ 同僚以外の外部の人材からの意

見により視野が広がること、などが挙げられる。

4
　プロジェクトチームとは、JICA 側専門家及びモンゴル側の中央レベルのカウンターパートを指す。



－ 11 －

成果３：モデル区 / 県の新指導法実践の能力が向上する。

3-1　モデル区 / 県チームが学

校管理職向け研修計画を策

定する。

2010 年 11 月にモデル区 / 県チームは、モデル校の校長、学習

マネージャー、教員向けの研修計画を策定した。研修は 2010
年 12月から 2011年 1月にかけて実施された。モデル区 /県チー

ムは非モデル校に対しても、2012 年 1 月から 4 月及び 10 月に

研修を行った。
3-2　モデル区 / 県チームが活

動 3-1 の研修計画に従って

研修を実施する。

3-3　プロフェッショナルチー

ムが活動 3-2 の研修のモニ

タリングを行い、モデル区

/ 県チームに対して助言す

る。

2012 年 2 月から 4 月にかけてソンギノハイルハン区において

実施された研修、及び 2012 年 4 月にザブハン県で実施された

研修をプロフェッショナルチームと JICA 専門家チームがモニ

タリングし、助言した。

3-4　モデル区 / 県チームがプ

ロフェッショナルチームに

よるモニタリング結果及び

助言を次の研修計画に反映

させる。

ザブハン県教育局は、プロジェクトチームからの助言を基に、

2012 年 10 月に非モデル校向けの研修プログラムを作成した。

ブルガン県教育局及びドルノド県教育局（第 1 フェーズモデ

ル県）は、プロジェクトチームからの助言を基に非モデル県

向けの研修プログラムを作成した。

成果４：教員養成課程における新指導法の普及および定着に向けた環境が改善される。

4-1　プロフェッショナルチー

ムが活動 1-1-2 で改訂され

た研修パッケージを国立及

び私立の教員養成課程をも

つ大学に紹介する。

2010 年 9 月に研修パッケージがモンゴル国立大学学長に紹介

された。教員養成課程をもつ大学に研修パッケージを紹介す

るセミナーが 2011 年 8 月に開かれ、106 名が参加した。また、

2011 年 8 月に教員養成課程をもつ大学のための研修モジュー

ルを紹介するためのセミナーが開かれ、7 つの大学から 40 名

が参加した。

4-2　プロフェッショナルチー

ムが、日本や他国の授業研

究に係る調査及び 2-3 で実

施されるモニタリング結果

の分析を行う。

プロフェッショナルチームが本邦研修及びインドネシアでの

技術交換に参加した。また、アメリカの授業研究について文

献による調査を行った。

4-3　プロフェッショナルチー

ムが教育省に対し、学校単

位での授業研究の定着に向

けた政策提言を行う。

JICA 専門家チームがプロフェッショナルチームを通じて教育

省に提言をした結果、授業研究の実施が 2010/2011 年度の教育

省の年度目標に組み込まれた。
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３－３　達成状況

３－３－１　上位目標の達成度

上位目標：モデル区 / 県及び他の区 / 県で新指導法が実施される。

終了時評価時点において、授業研究はモンゴル全国の 747 校中 476 校（64％）で少なくとも

1 回以上行われた。

ホブド県及びゴビスンベル県の研修実施報告書はまだ提出されていないが、すべての県が各

県内で研修を実施したと報告した。ウランバートル市では、各区レベルでの研修は行われてい

ないが、科目別の研修が実施されている。

＜上位目標達成度のまとめ＞

現時点では、指標１は達成の途上にあり、指標２については既にほぼ達成されている。中間

レビュー時点ではこれらの指標達成の予兆はほとんどみられていなかったため、この高い達成

度は、プロジェクト期間後半に行われた非モデル地域を対象とした研修の実施によるものと考

えられる。一方、現時点ではプロジェクトの介入により、高い達成度を示しているものの、こ

れは、プロジェクト終了から 3 ～ 5 年後にも同じ状況であることを必ずしも意味しない。よっ

て、プロジェクトが終了した後も、教育省が引き続き新指導法を普及する活動を継続すれば、

上位目標の達成見込みは高いと考えられる。

指標１：全国において、60％の学校が、少なくとも年 2 回の「授業研究」を実施する。

指標２：全ての区 / 県において「新指導法」に係る研修が実施される。
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３－３－２　プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標：新指導法を普及する体制が強化される。

表３－２に 2012 年 9 月に実施された授業のモニタリング結果を要約した。授業は、「教材・

教具の適切さ」「授業の構成の適切さ」「質問（発問）の適切さ」「指導の適切さ」「生徒の態度」

の 5 つの項目で、５段階（５が最も高い）で評価された。表内の点数はモデル校の平均を表す。

表３－２　モデル校における授業の質（2012 年 9 月）

物理 化学
人間と

環境

人間と

自然
算数 数学 IT 総合学習

ザブハン県
5 3.23 3.32 3.35 3.27 3.27 3.42 3.23 3.62

ブルガン県
6 3.36 N/A 3.07 3.55 2.70 N/A 3.30 4.15

ソンギノ

ハイルハン区
7 2.93 N/A 2.91 N/A 3.05 3.42 N/A 3.77

出典：プロジェクトにより得られた情報を基に作成

本指標は中間レビュー後に設定された指標であるが、その際、「質」の定義がなされていな

いこと、測定方法や目標値が設定されていないこと、2011 年のデータがないことなどから、

上記点数の判断基準がなかった。よって、便宜上、本モニタリングにおける、５段階評価の中

間点である３以下を課題が残る科目として挙げることとした。

ほとんどの区及び県で、各科目とも 3 点以上であったが、ブルガン県の算数、ソンギノハイ

ルハン区の物理及び人間と環境は 3 点以下であった。また、ブルガン県の人間と環境及びソン

ギノハイルハン区の算数も約 3 点と、改善の余地があるといえる。

なお、2010 年及び 2011 年の同様のデータは得られていないため、点数の比較は不可能で

あった。しかし、本終了時評価ミッションチームがインタビューを行ったモデル校教員のほと

んどが、授業の質が改善したと認識していることが確認された。

2011/2012 学校年度におけるモデル区 / 県の授業研究実施状況は以下のとおりである。

・ザブハン県：29 校すべてが授業研究を 2 回以上実施した（100％）。

・ブルガン県：23 校中 18 校が授業研究を 2 回以上実施した（78％）。

・ソンギノハイルハン区：13 校すべてが授業研究を 2 回以上実施した（100％）。

授業研究を実施しなかったブルガン県の 5 校は、学校規模が小さいため授業研究の実施が困

難であった。よってこれらの学校は近隣校の授業研究に参加した。

5
　ザブハン県のスコアは、全 6 モデル校中、データが得られた 3 校の平均点を表している。

6
　ブルガン県のスコアは全 5 モデル校中、データが得られた 3 校の平均点を表している。

7
　 ソンギノハイルハン区は、物理、算数、総合学習においては全 3 モデル校中データが得られた 2 校の平均点を表しており、人間

と環境及び数学についてはデータが得られた 1 校のデータを表している。

指標１：モデル校において、8 教科で新指導法を用いた質の高い授業が実施される。

指標２： モデル区 / 県において、少なくとも 70％の学校が毎年少なくとも 2 回の授業研究を実

施する。
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2011 年 11 月に行われた全区 / 県チームを対象とした研修において、すべての区及び県が研

修計画を策定した。

新指導法普及のための、さまざまな教育大臣令及び基礎教育局長令が発出され、政策的、財

政的、人材的支援が得られた。具体的には、① プロジェクト予算の承認、② 教員の専門性を

高めるための授業研究に係る研修実施、③ 非モデル県における追加研修の実施、に係る大臣

令等が出された。③については、研修実施のための追加の費用も教育省により拠出された。加

えて、プロフェッショナルチーム・メンバーとして活動する大学教員らについて、プロジェク

ト期間の業務負担を調整する基礎教育局長令も発出された。

＜プロジェクト目標達成度のまとめ＞

プロジェクト目標はおおむね達成された。上位目標と同様、プロジェクト後半におけるモデ

ル区 / 県内の非モデル校及び非モデル区 / 県を含めた活動により、各指標は大幅に改善した。

指標１については、おおむね各地域、各科目とも 3 以上の点数であるが、ブルガン県及びソン

ギノハイルハン区のいくつかの科目において、改善の余地がみられる。3 つのモデル区 / 県別

の平均点では、ソンギノハイルハン区が最も点数が低く、各科目の点数を平均すると、算数が

最も低く、次に人間と環境が低いことが分かる。指標２及び３については達成されている。指

標４については、教育省よりさまざまな支援が得られているものの、新指導法の普及計画がま

だ策定されていないことが課題である。

３－３－３　成果の達成度

成果１：全ての区 / 県の新指導法普及チームの新指導法普及能力が向上する。

満足度： 2011 年 11 月に開催された全区 / 県対象の研修に参加した 595 名への調査によると、

同研修の平均満足度は５段階中４以上であった（５が最も高い）。

理解度： 上記研修に参加した 217 名の教員中 86 名（39.6％）が「教材研究とは何か」という

問題に適切に回答した。また、74 名の学校管理職中 11 名（14.9％）が「子どもの

発達を支援する指導法とは何か」という問題に適切に回答した。

本指標は向上の度合いを示す指標であるが、2011 年のデータのみが入手可能であり、比較

すべきデータが得られなかった。

プロジェクトによる研修実施後、モンゴル国内の 747 校中 476 校（64％）が授業研究を実施

した。また、21 県すべてにおいて、県内の全学校に対する研修が行われたが、ホブド県及び

ゴビスンベル県からは研修実施報告書がまだ提出されていない。

指標３：すべての区と県が授業研究に係る研修計画を策定する。

指標４： 新指導法普及に係る制度化のため、政策的、財政的、人材的コミットメントが教育文

化科学省により行われる。

指標１：研修参加者の満足度と新指導法への理解度が向上する。

指標２：研修参加者の行動に良い変化がみられる。
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加えて、次章「４－２　有効性」において後述するとおり、研修後、授業研究を導入するよ

うになったことで、研修参加者である教員が教授法を工夫するようになったり、教育局指導主

事が教員への指導法を改善するなどの良い変化もみられている。

各 21 県 9 区より、それぞれ 11 名以上の参加者が研修に参加した。

＜成果１の達成度のまとめ＞

成果１はおおむね達成された。指標１に関し、2011 年のデータでは、研修参加者の満足度は

高いが、理解度は比較的低い。現時点での満足度及び理解度のデータは得られていないため、

数字による比較はできないものの、終了時評価のインタビューでは、子ども中心の指導法に関

する教員の理解度が増したという意見が、教員自身及び教育局指導主事らから聞かれた。指標

２では、上位目標の指標１と同様のデータである授業研究の実施が 64％の学校で確認されて

おり、モンゴル全土において比較的高いレベルの行動変容が起こったことを示している。指標

３は、2011 年 11 月の研修に全国の区 / 県の関係者が研修に参加したことにより達成された。

成果２：モデル区 / 県において「授業研究」のモデル事例が開発される。

14 のモデル校すべてが授業研究実施計画を作成した。

モデル校における授業研究の実施状況は以下のとおりである。

表３－３　モデル校における授業研究実施状況

8 教科で

2 回実施

7 教科で

2 回実施

6 教科で

2 回実施

5 教科で

2 回実施

4 教科で

2 回実施

2 教科で

2 回実施

1 教科で

2 回実施

2010/2011 年度 0 校 5 校 1 校 4 校 1 校 1 校 2 校

2011/2012 年度 8 校 4 校 1 校 1 校 0 校 0 校 0 校

出典：プロジェクトにより得られた情報を基に作成

モデル校すべてが 8 教科で 2 回以上の授業研究を実施するという目標は達成されていないも

のの、授業研究実施率は 2010/2011 年度と比較し改善された。2011/2012 年度では、57％のモデ

ル校が 8 教科において 2 回以上授業研究を行っており、7 教科において 2 回以上行った学校は

86％、6 教科において 2 回以上行った学校は 93％にのぼった。

インタビューや観察を通じて、終了時評価ミッションチームは、各校で授業研究チームが構

成され、各チームは授業法に関する定期的なミーティングを行い、指導案を協働で開発・改訂

しながら定期的に授業研究を行っており、モデル校において授業研究のモデルが開発されつつ

あることを確認した。

指標３：区 / 県チームのメンバーが研修パッケージに基づいた研修に参加する。

指標１：モデル校が授業研究の実施計画を策定する。

指標２：モデル校が 8 教科で少なくとも年 2 回の授業研究を実施する。
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表３－４に 2012 年 9 月にプロジェクトチームにより行われたモデル校における授業研究の

モニタリング結果をまとめた。授業研究は、「授業の準備」「授業の実践及びオブザベーション」

及び「検討会」の 3 つの項目において５段階で評価された（５が最も高い点数である）。以下

の点数はモデル校の平均値である。

表３－４　モデル校における授業研究の質（2012 年）

授業の準備 授業実施及び観察 検討会

ザブハン県
8 3.29 3.67 3.88

ブルガン県
9 2.50 2.78 2.08

ソンギノハイルハン区
10 2.75 2.22 2.91

出典：プロジェクトにより得られた情報を基に作成

なお、2010 年または 2011 年のデータは取られていないため、点数による授業研究の質の向

上度合いの判断は不可能であった。また、本指標では、「質」の定義がされていないこと、測

定方法や目標値が設定されていないことなどから、上記点数の判断基準がなかった。よって、

便宜上、本モニタリングにおける、５段階評価の中間点である３以下を課題が残る項目として

挙げることとする。ザブハン県ではすべての項目において３以上の点数であるが、ブルガン県

及びソンギノハイルハン区ではすべてが３以下の点数であり、改善の余地があるといえる。特

に、ブルガン県の「検討会」、及びソンギノハイルハン区の「授業実施と観察」は、今後更な

る改善の努力が必要である。

一方、2012 年の同モニタリングでプロジェクトチームにより確認された各モデル区 / 県にお

ける授業研究の改善点として、以下の例が挙げられる。

＜ザブハン県＞

・生徒の学習を考慮した指導案作成の能力

・生徒の既有知識への理解

＜ボルガン県＞

・教材研究を含む、授業の準備の重要性の理解

・適切な教材 / 教具選択の能力

・明確で達成可能な授業目標設定の重要性に対する理解

・授業観察の能力

＜ソンギノハイルハン区＞

・一度の授業に盛り込むコンテンツや活動量

8
　ザブハン県のスコアは全 6 校のモデル校の平均点を表す。

9
　ブルガン県のスコアは 5 校のモデル校中、データが得られた 3 校の平均点を表す。

10
　ソンギノハイルハン区のスコアは、全 3 県のモデル校の平均点を表す。

指標３：モデル校における授業研究の質が向上する。
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・授業の内容と実際の生活との関連づけ

・板書の改善の努力

・生徒の学習への配慮

・検討会の目的の理解度

これらの改善点が確認された一方で、プロジェクトチームは更に、検討会の質や板書のスキ

ルなどを含む改善すべき点が多くあることも指摘している。

2012 年 9 月から 10 月にかけ、プロジェクトチームによりモデル区 / 県の教員を対象に授業

研究参加の満足度調査が実施された。この調査で、教員は、現在（2012 年）の満足度、及び

2010 年時点での満足度を振り返って評価した。表３－５に、「とても満足した」「満足した」

と回答した教員の割合を示す。

表３－５　モデル校における授業研究の満足度

2010 年 2012 年

ザブハン県（129 名） 26％ 67％

ブルガン県（73 名） 25％ 67％

ソンギノハイルハン区（162 名） 69％ 96％
出典：プロジェクト進捗報告書及びプロジェクトにより得られた情報を基に作成

＜成果２の達成度のまとめ＞

成果２はおおむね達成された。指標１は達成されている。指標２については、目標値は多少

下回ったものの、授業研究の実施頻度は増している。指標３については、質の改善を示す定量

的なデータはないが、改善に係る定性的な情報は得られていることから、質には課題は残るも

のの、ある程度達成されたといえる。指標４については、授業研究参加者の満足度が向上して

いることが分かる。

成果３：モデル区 / 県の新指導法実践の能力が向上する。

・ ザブハン県：81％（72 名中 59 名）の学校管理職職員及び 72％（885 名中 639 名）の教員

が研修に参加した。

・ブルガン県：76％（724 名中 550 名）の学校管理職職員及び教員が研修に参加した。

・ ソンギノハイルハン区：100％（74 名）の学校管理職職員及び 72％（1,493 名中 1,080 名）

の教員が研修に参加した。

・ザブハン県：29 校すべてが計画を策定した（100％）。

指標４：モデル校における授業研究参加者の満足度が向上する。

指標１： モデル区 / 県の全学校において、70％の教員・校長が研修パッケージに基づいた新指

導法研修を修了する。

指標２：モデル区 / 県の 80％の学校において、「授業研究」の実施計画が策定される。



－ 18 －

・ブルガン県：23 校中 19 校が計画を策定した（83％）。

・ソンギノハイルハン区：13 校すべてが計画を策定した（100％）。

計画を策定しなかったブルガン県の 4 校は、学校の規模が小さく授業研究が実施できないた

め、計画を策定しておらず、近隣校の授業研究に参加した。

プロジェクト実施を通じて得られた提言や教訓を含む、「指導法改善を普及する制度のマネ

ジメント・ハンドブック」を現在作成中であり、2012 年 12 月に最終化予定である。本ハンド

ブックでは、大きく「計画」「実施」「評価」の 3 つの項目に関し、中央、区 / 県、学校のそれ

ぞれのレベルでの教訓を分析し、取りまとめる予定である。

＜成果３の達成度のまとめ＞

指標に基づくと、成果３はおおむね達成された。一方で、上記の 3 つの指標の達成では、新

指導法の実践能力を高めるための「基礎は確立した」とはいえるものの、「新指導法実践の能

力が向上した」ことを示す指標としては十分とはいえない。能力向上をめざす成果であれば、

能力を測る指標の設定が必要であり、また、指導法実践の基盤をつくることをめざす成果であ

れば、成果の表現を変更する必要があったといえる。

成果４：教員養成課程における新指導法の普及および定着に向けた環境が改善される。

新指導法を普及するためのツールとして、授業研究がモンゴル国立大学の化学学科（2 単位）

及び物理学科（1 単位）において選択科目として導入された。また、プロフェッショナルチー

ムの一員であるモンゴル国立教育大学の教員も、通常の授業の中で授業研究の手法を紹介して

いる。

また、教員養成課程をもつ大学を対象に、2011 年 8 月及び 2012 年 9 月にセミナーを行った。

教員養成校用の研修モジュールは 2012 年のセミナーで試行され、2012 年 12 月までの完成をめ

ざしている。その後、教育省により印刷され、教員養成校に配布される予定である。

授業研究の実施は、2010/2011 年度の教育省の政策目標に「全教員は授業研究を行うための

方法 / 指導法を研究すること」、「各学校は授業研究を実施する計画を作成し、今年中に 2 回以

上授業研究を行うこと」が盛り込まれた。

＜成果４の達成度のまとめ＞

成果４はおおむね達成された。新指導法がいくつかの大学で紹介されており、新教授法を教

員養成課程へ普及する環境が整ったといえる。他方、指標２は本成果を表す指標としては適切

ではない。中間レビューで PDM が改訂された際、成果と指標の適切性について詳細に検討す

べきであった。

指標３：モデル区 / 県から授業研究と新指導法改善に係る提言が収集される。

指標１：新指導法が教員養成課程へ導入される。

指標２：政策提言が教育文化科学省の年間政策目標に組み込まれる。
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３－３－４　実施プロセスの検証

（１）活動の進捗

活動は、ベースライン調査及びエンドライン調査を除いてはおおむね計画どおり実施さ

れた。エンドライン調査の結果が本終了時評価の際に入手できなかったため、プロジェク

トの効果を測定することが困難な部分があった。現在 JICA 専門家チームは現地委託 NGO
に報告書提出の催促をしているところであり、その結果はプロジェクト終了前までにまと

められる予定である。

（２）技術移転の方法

次章「４－２　有効性」で後述するとおり、本プロジェクトにおける能力強化の対象で

あったプロフェッショナルチーム、教育局職員及び教員とも、自らの能力が向上したと認

識している。よって、プロジェクトにより取られた技術移転手法、つまり、プロフェッ

ショナルチームに対する OJT、研修、本邦研修及びインドネシアとの技術交換、モデル校

を設定しての試行、授業研究のモニタリングによるプロフェッショナルチーム及び JICA
専門家チームからのアドバイスの提供、という技術移転の方法は適切に機能したといえ

る。特に、非モデル区 / 県及び非モデル校に対するプロジェクトからの介入は限られてい

たが、プロフェッショナルチームやモデル区 / 県及びモデル校を設定していたことによ

り、非モデル区 / 県 / 校が自主的に彼らに支援を要請することができ、非モデル地域でも

技術移転が行われた。

加えて、授業研究という手法では外部からの専門家の意見やアドバイスを得ることが、

指導法の向上のために欠かせない要素であるため、プロフェッショナルチームや JICA 専

門家チームから授業研究のモニタリングを通じて直接アドバイスを受けたり、本邦研修に

参加して日本の授業研究の取り組みを実際に観察することが、自らの指導法向上に非常に

有益であったことが教員らにより報告された。

（３）コミュニケーション

モンゴル側と日本側のコミュニケーションは、2012 年の 6 月の選挙以降、教育省の人

事が決まらず、コミュニケーションが難しい期間はあったものの、おおむね円滑に行われ

た。

本プロジェクトにより、モンゴル側のコミュニケーション、特に教育局と学校間のコ

ミュニケーションの改善が、教育局及び学校側双方、並びにプロフェッショナルチームメ

ンバーにより確認されている。その理由として、本プロジェクトにより教育局指導主事が

学校をモニタリングする機会が増えたほか、以前は教育局が学校を監査する立場でモニタ

リングを行っていたが、このプロジェクトを通じて教育局は学校に助言したり支援したり

する手法を学んだことで、関係がより協力的かつ協働的になったことが報告された。加え

て、本プロジェクトにより学校間のコミュニケーションが増し、学校同士がより協力し合

う体制が構築されつつあることも、多くの学校により認識されている。

（４）モニタリングシステム

学校レベルでの授業研究活動に関するモニタリングは、主に学校からの授業研究実施報
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告書、及び教育局とプロフェッショナルチームからの授業研究モニタリング報告書の提出

を通じて行われており、JICA 専門家チームが取りまとめている。しかし、提出される報

告書の記述が十分でなく、質があまり高くないことが JICA 専門家チームにより指摘され

ている。これらの報告書に関するフィードバックは、年に一度の授業研究報告会において

行われ、プロジェクトチームがコメントやアドバイスを行うほか、区 / 県同士で情報や教

訓を交換することも行われている。また、プロジェクトのニューズレターにおいて活動の

報告が行われている。

プロジェクトチームはモニタリングのための訪問も行っており、モデル区 / 県に対する

授業研究モニタリングを年に 2 回、研修モニタリングを年に 1 回行っており、これに教育

局指導主事も参加している。加えて、2012 年にはいくつかの非モデル県の授業研究のモ

ニタリング訪問を行っているほか、比較的能力が不足している非モデル県に対しては研修

の実施も行っている。

現在のところ、モデル県に対するモニタリング費用は JICA 側が負担し、非モデル県の

モニタリング費用は教育省が負担している。一方で、プロジェクト終了後、モンゴル側で

誰がどのようにモニタリングを行うか、モニタリング費用をどのように確保するかについ

ては未定である。

他方、PDM に沿ったプロジェクト指標のモニタリングが十分に行われておらず、終了

時評価において十分なデータが得られなかった。プロジェクトチームにより定期的にプロ

ジェクトの有効性を実証するデータの測定が行われることが望ましかった。

（５）オーナーシップ

モンゴル側のオーナーシップについては、中央レベルでの政策面・予算面・人材面での

コミットメントや、区 / 県 / 学校レベルで行われている自主的な活動を考慮し、比較的高

いといえる。具体的には、「３－３－２　プロジェクト目標の達成度」の「指標４」で示

した大臣令及び基礎教育局長令が出されていること、モンゴル側の予算の拠出があったこ

と、次章「４－４　インパクト」で後述するとおり、区 / 県レベル及び学校レベルでさま

ざまな自主的な活動が行われていることが、モンゴル側のオーナーシップを示す例として

挙げられる。
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第４章　評価５項目による評価結果

４－１　妥当性

本プロジェクトの妥当性は高い。本プロジェクトはモンゴル及び日本の政策、並びにターゲッ

トグループのニーズに合致している。また、授業研究を通じて新指導法を普及するというプロ

ジェクトの手法は適切であった。一方で、PDM で表されるプロジェクトのデザインがあいまい

な部分があった。

（１）モンゴル国家開発計画、教育政策との整合性

2015 年までに MDGs を達成するための政策文書である「包括的国家開発戦略（2007 ～

2012 年）」では、教員の能力開発を教育開発の戦略のひとつに掲げている。また、「教育マ

スタープラン（2006 ～ 2015 年）」では、基礎教育分野の質の向上のために新教育スタンダー

ドと新カリキュラムを試行するための教員の専門能力及び指導技術の向上や学校を中心とし

た再訓練制度の導入を具体的な行動計画のひとつとして定めている。本プロジェクトは、新

教育スタンダードに沿った新指導法を全国に普及させる基盤を整備するものであり、授業研

究の導入を通して教員の指導技術向上を支援する内容であることから、本プロジェクトはモ

ンゴルの教育政策に合致するといえる。

（２）日本の援助政策との整合性

2012 年の対モンゴル国国別援助方針によると、同方針の大目標は持続可能な経済成長を

通じた貧困削減への自助努力を支援することである。この目標を達成するための重点分野の

ひとつとして、「すべての人々が恩恵を受ける成長の実現に向けた支援」が設定されており、

本プロジェクトはその内の開発課題のひとつ、「基礎的社会サービスの向上」に係る事業の

ひとつとして明確に位置づけられている。よって、本プロジェクトは日本の援助政策と合致

している。

（３）ターゲットグループのニーズとの整合性

教育省は 2005 年 9 月に新教育スタンダードを制定し、子どもの発想や思考を促すような

「子どもの発達を支援する指導法」への転換を掲げた、しかし、現場の教員にとっては当該

スタンダードは理解が困難で、従来の暗記中心の教授法に慣れていたために授業方法の変更

に対応できないという問題があった。このことから、新指導法を普及する体制の強化をめざ

す本プロジェクトはモンゴル側のニーズに合致しているといえる。

（４）戦略の適切性

現場の教員たちは、新指導法をどのように教室で実践すればよいかに悩んでいる状況で

あった。よって、「授業研究」という実用的、実践的かつシンプルなツールを通じて新指導

法の実践能力を向上させ、同指導法を普及することをめざしたプロジェクトの戦略は、適切

であったといえる。
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（５）プロジェクトアプローチの論理性

前章「＜成果３の達成度のまとめ＞」で記述したとおり、成果３の指標が能力強化の指標

としては十分でなく、めざす能力強化が意味するところがあいまいである。また、成果２と

成果３が似通っており、つながりが深いことからも、成果２と成果３を整理することでプロ

ジェクトの内容がより分かりやすく、論理的になったと考えられる。加えて、成果４の指標

２の「政策提言の年間政策目標への組み込み」は、成果４のめざす教員養成課程への新指導

法の導入とは関係がない指標である、成果４の指標は実質的に 1 つのみとなっている。中間

レビューの際、成果４の指標を再検討する必要があったといえる。

また、本プロジェクトでは、上位目標の指標１と成果１の指標２で同じデータが用いられ

ており、プロジェクト目標よりも、成果１において全国レベルでの高い効果が表れている

が、これは中間レビュー後、非モデル区 / 県への介入を促進したことで、成果１で想定して

いた行動変容以上の変化が出現したことによる。

４－２　有効性

本プロジェクトの有効性はやや高い。プロジェクト目標はおおむね達成されているが、プロ

ジェクト目標の指標１である授業の質や、指標４である教育省による新指導法普及に係る行動計

画の策定に課題が残る。

本プロジェクトは、ターゲットグループの実用的な知識やスキルの向上に有効であった。プロ

フェッショナルチーム、教育局、教員、JICA 専門家チームへの聞き取りによると、本プロジェ

クトを通じて、教員たちは、① 他の教員とチームで協働するスキル、② 効果的な板書の方法、

③ 生徒に焦点を置いた指導案の作成、④ 教材開発、⑤ 生徒の既有知識の確認、などの能力を向

上させた。次に、教育局指導主事及び教員への聞き取りによると、教育局の指導主事らは、教員

たちと協働しながら課題を解決し、教員たちを支援するスキルを身に付けた。さらに、いくつか

の非モデル区 / 県や非モデル校は、独自予算を使って研修を実施し授業研究を導入することで、

新指導法の知識や実践スキルを強化した。加えて、プロフェッショナルチームメンバーは自らの

授業観察能力や、適切なアドバイス及びコメントを提供する能力が強化されたとしている。ま

た、大学で教員を務めるプロフェッショナルチームメンバーは、本プロジェクト活動を通じて自

らの大学での教授法も改善したと報告している。

これらの改善点は授業研究という手法の有効性によると考えられる。まず、授業研究は実践的

な能力強化手法である。教員らは自らが行う授業に対し、直接アドバイスやコメントをもらうこ

とで、自らの授業の改善すべき点、及び改善法を確認することができるため、比較的早い効果が

得られるといえる。次に、授業研究では教員がチームで協働して指導案を作成した後、授業実

施あるいは観察を行い、指導案をチームで改善する。よって、指導法は個人レベルのみならず、

チームレベルで向上し、さらに各科目で実施することで学校レベルで向上する。さらに、比較的

シンプルなツールであり、授業研究の性質上、他校の教員を巻き込むことも容易であるため、広

く普及しやすい手法でもある。

一方で、JICA の「基礎教育協力の評価ハンドブック」にもあるとおり、教員研修の有効性を

示すためには、研修の成果として、研修を受けた教員の授業が研修受講の前後で変化したこと、

さらにその結果として生徒の学習状況や学力などの変化が生じたことが示される必要がある。し

かし、本プロジェクトでは、これらを定量的に示すデータは乏しい。エンドライン調査結果が終
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了時評価までに得られなかったこともデータが不足している一因ではあるが、プロジェクトチー

ムにより定期的にプロジェクトの有効性を実証するデータの測定が行われることが望ましかっ

た。また、プロジェクト後半で非モデル地域においても介入が行われ、関連の活動が行われるよ

うになったため、本終了時評価の非モデル地域でのインタビューや観察では、モデル地域と非モ

デル地域の詳細な差は確認できなかった。

４－３　効率性

本プロジェクトの効率性は高い。投入のほとんどは適切に使用され、ベースライン調査及びエ

ンドライン調査を除いては、活動はほぼ計画どおりに実施された。また、授業研究は研修のため

の会場や交通費なども必要としないうえ、実践的であるため教員の教授法改善の効果発現が比較

的早いことから、費用対効果の高い手法であるといえる。また、教育省からの予算が得られたこ

とや教育局及び学校が独自の予算や人材を使って活動を行うなど、さまざまなリソースが得られ

たことも、プロジェクトの効率性の高さに寄与した。

また、本プロジェクトでは、他のプロジェクトやスキームと連携が行われた。まず、本プロ

ジェクトのフェーズ１の成果が本プロジェクトにおいて活用され、本プロジェクトの効果を促進

した。例として、前プロジェクトで能力強化されたプロフェッショナルチームメンバーが本プロ

ジェクトの主要なアクターとなり、リソース・パーソンとして活用されたほか、前プロジェクト

で作成された指導書も教員により日常的に使用され、教授法改善に役立っていることが確認され

た。次に、JICA は、ADB との協調融資として「社会セクター支援プログラム」（プログラムロー

ン）を供与している。本プログラムにおいて、モンゴル国政府により実施された教育セクターに

関する政策アクション
11
が、本プロジェクトの活動の円滑な実施と、プロジェクト効果の増進に

貢献した。さらに、モンゴル国立教育大学、学校、教育局に派遣された青年海外協力隊員が、プ

ロフェッショナルチームの支援を行ったり、教員と協力して授業研究を行うなど、本プロジェク

トと協働し、プロジェクト効果の促進に貢献した。

加えて、プロジェクトでは、身の回りにある材料やテーマを活用して教材を作成するなどの手

法を教員に教授したり、研修の際の宿泊先として費用のかからない学校を利用するなどの努力も

行われた。

４－４　インパクト

本プロジェクトのインパクトは高い。上位目標の指標は現時点でほぼ達成されつつあるため、

教育省が教員研修所やプロフェッショナルチームメンバーを活用し、新指導法の普及および実践

の質向上のための適切な支援を継続することで、達成が見込まれる。

また、本プロジェクトによるさまざまな正のインパクトが確認された。まず、教員たちへのイ

ンタビューによると、生徒たちへのインパクトが確認されており、授業に積極的に参加するよう

になった、図書館に頻繁に通うようになったりインターネットで自主的に調べ物をするなど勉強

へのモチベーションが高まった、宿題の実施率が高まった、生徒同士がチームワークができるよ

うになった、授業中の態度が良くなった、などの効果がみられている。

11
　 政府による新指導法普及のための現職教員研修制度に係るドラフトアクションプランの策定と承認、新指導法に係る教員指導書

の政府による印刷・対象教員向け配布、政府による省令 416 号により試行中の新教育スタンダードに沿った評価制度の評価のた

めのワーキンググループ設置、新評価制度に係る政府承認
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次に、各区 / 県、各校は独自の予算を使って、さまざまな関連の活動を行っている。モデル区

/ 県及びモデル校は、県内の教員に対する自主的な研修の実施、教員及び保護者を日本へ派遣し

ての研修の実施、非モデル区 / 県及び非モデル校に対する研修の実施などを行っている。また、

いくつかの非モデル区 / 県及び非モデル校は、プロフェッショナルチームやモデル区 / 県及びモ

デル校から支援を得、授業研究導入のための活動を自主的に行っている。例えばダルハン県で

は、独自の予算を獲得して本プロジェクト同様の授業研究プロジェクトを立ち上げ、活動を行っ

ている。また、多くのモデル校及び非モデル校では、プロジェクトが直接支援を行っている 8 教

科以外の国語や歴史などの科目においても、授業研究を実施していることが報告されている。

加えて、プロフェッショナルチームメンバーのひとりが、2012 年 11 月にシンガポールで開催

される世界授業研究学会の国際会議において、ポスタープレゼンテーションを行うこととなっ

た。このプレゼンテーションでは、モンゴルにおける授業研究のケーススタディについて発表さ

れる予定である。

４－５　持続性

本プロジェクトの持続性は中程度である。教育省または教員研修所の活動として授業研究を通

じた新指導法の普及活動が計画に組み込まれれば、持続性は期待できる。

（１）政策面

モンゴルの新政権は 2012 年から 2016 年までの 4 年間で教育改革を行うことを政策のひと

つとしてうたっている。この改革では個々の子どもの発達とそれを支える教員の能力開発に

焦点を絞っている。改革の詳細についてはまだ決まっていないが、教育省は、本プロジェク

ト終了後も、この教育改革の中で新指導法普及のためのシステムを更に強化する意向を示し

ている。

（２）予算面

新指導法を普及するための活動に対する予算は今のところ配賦されていない。しかし、教

育省は、必要であれば既存予算から支出可能との見解を示している。

（３）組織面

教員研修所は新しい組織であり、スタッフもまだ十分に雇用されておらず、活動計画も策

定されていない。新指導法を全国に普及し、活動の持続性を担保するには、教員研修所の行

動計画が策定され、その計画に新指導法の普及が組み込まれる必要がある。また、現在の教

員評価システムでは、新指導法の実践が評価項目となっていない。

（４）技術面

有効性で述べたとおり、本プロジェクトを通じ、中央、区 / 県、及び学校の能力は向上し

た。一方で、子ども中心の指導法に対する教員の理解度や授業及び授業研究の質はまだ十分

でないことが分かっている。加えて、非モデル地区では活動は実施され始めているものの、

その質についてはまだ十分に確認できていない。よって、区や県に対して継続的に研修や技

術的支援を提供する体制を開発することが重要である。
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４－６　効果発現に貢献した要因

（１）2 フェーズにわたる継続した支援

本プロジェクトのフェーズ１は 2006 年から 2009 年にかけて実施された。よって、本プロ

ジェクトでは、モンゴル側関係者の新指導法に対する理解の素地ができていたといえる。ま

た、フェーズ１の成果である能力強化されたプロフェッショナルチームや指導書が、質の高

い授業及び授業研究を実施するためのリソースとして有効に活用できた。さらに、支援期間

が比較的長期にわたったため、教育省やプロフェッショナルチームとの信頼関係が構築され

ており、円滑なプロジェクトの実施が可能であった。

（２）実用的かつ実践的な授業研究手法の導入

「４－２　有効性」で記述したとおり、新指導法の実践法が分からなかった教員にとっ

て、授業研究は実用的な授業実践ツールとして有効に機能した。また、シンプルなツールで

あり、授業研究の性質上、他校の教員の巻き込みも容易であったことも、プロジェクト期間

後半において非モデル県への普及が加速した理由のひとつであると考えられる。

（３）モンゴル側の高いオーナーシップ

中央レベルでは、教育省から関連のさまざまな大臣令及び基礎教育局長令が出されたほ

か、予算も拠出されるなど、高いオーナーシップが認められた。また、プロフェッショナル

チームメンバーの活動レベルには差がみられるものの、中心となるメンバーはプロジェクト

活動に意欲的に取り組んでいるほか、非モデル地域に助言を行ったり研修を実施するなど、

プロジェクトの枠組み以外の活動も行っている。区 / 県 / 学校レベルにおいても、「４－４　

インパクト」で述べたとおり、独自のリソースを使ったさまざまな活動を実施するなど、各

レベルで高いオーナーシップが認められる。

（４）教員の教務時間の確保

モンゴルでは、教員は副業をもつことが許されておらず、また、授業時間以外にも一定の

時間学校で教務を行うことが義務づけられている。よって、授業時間以外の教員たちの時間

を確保することができ、チームで指導法研究会を開催し、授業研究の計画を練ったり、指導

案を作成／改訂したり、授業研究の改善点について話し合うなどの活動を行うことが可能で

あった。

４－７　問題点と問題を惹起した要因

（１）教員の新指導法の中身に関する理解不足

成果１の指標１で示したとおり、各学校の教員レベルでは研修後の新指導法に関する理解

度は比較的低い。プロジェクトチームは、これは、教員が新指導法の実践イコール授業研究

と理解してしまい、研修において、子ども中心の指導法そのものよりも、授業研究の実施法

についてより多くを学んだ教員が多かったからではないかと推測している。本終了時評価の

インタビューでも、通常の授業では、子ども中心の指導法を取り入れた授業はなかなかでき

ない、と認識している教員もいた。よって、授業研究というシンプルなツールを紹介するこ

とでその手法は広まりつつあるものの、中身である「子どもの発達を支援する指導法」の本
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質を十分に理解するにはまだ至っていないと考えられる。このため、モンゴル側において、

新指導法について主旨を理解しているプロフェッショナルチームの更なる活用が求められ

る。
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第５章　結論、提言、及び教訓

５－１　結　論

これまで述べてきたように、プロジェクト目標はおおむね達成された。授業研究を通じて、教

員同士のチームワーク、板書の手法、子どもの発達を視野に入れた指導案の作成などの能力が向

上しており、さらに、授業研究は学校内に批評的かつ協働的な文化を醸成することにも貢献し

た。また、プロフェッショナルチーム及び教育局の授業観察能力や教員に適切な助言をする能力

も強化された。加えて、教育省は、本終了時評価中に教員研修所を中心の実施機関に据え、教員

の継続的な能力開発のための具体的な計画を策定することを表明した。これらの実績やコミット

メントは、新指導法を普及する基礎が確立したことを示しているといえる。

上位目標についても、現時点で部分的に達成されている。モンゴル側の今後の取り組みによ

り、授業研究を通じて新指導法の実践が更に改善・普及されれば、上位目標は完全に達成される

と見込まれる。また、正のインパクトとして、モデル校及び非モデル校は、プロジェクトが支援

する 8 科目以外でも授業研究を行っているほか、生徒レベルでは、生徒が授業に積極的に参加す

るようになった、勉強する意欲が高まったなどのインパクトも確認されている。加えて、いくつ

かの非モデル区 / 県教育局は、自らのイニシアティブで独自の予算を使って研修や授業研究を実

施している。

一方で、非モデル区 / 県における新指導法及び授業研究に関する理解度は、モデル区 / 県と比

較するとまだ低い。また、モデル区 / 県の理解度もまだ十分とはいえず、授業研究を通じて新指

導法に関する理解度を更に深める必要がある。さらに、教員研修所が教育省と協働して、新指導

法を普及する具体的な活動計画を作成することが重要であり、これにより、予算面及び組織面で

の持続性が確保されることが望まれる。

こうした課題も残るなか、新指導法普及の能力を更に強化するため、モンゴル側は JICA にプ

ロジェクトの延長を要請した。教育省は、今後、プロフェッショナルチームと契約のうえ、教員

研修所と協力して、同センターの指導主事の能力開発、授業研究の実施、及び新指導法普及のた

めの研修モジュールの作成を担う計画があると述べた。教育省は新指導法の普及を教員研修所の

重要な活動のひとつに据える考えを有しており、普及計画を作成するための JICA の技術支援が

必要であると述べた。JICA 側はこの要請を理解し、更なる検討が必要である旨伝えた。

５－２　提　言

５－２－１　プロジェクト期間終了前に実施すべき点

（１）新指導法普及に関する具体的計画の策定

本プロジェクトの知見・経験を有するプロフェッショナルチームをも含めて、新指導法

普及に関する具体的な計画を策定することが必要。また新指導法の普及計画は、今後教員

研修所が中核として担う全国の教員能力強化に関する戦略計画に組み込まれるべきもので

ある。

普及計画を検討するうえでは、プロフェッショナルチームの活用方法についても検討が

必要。現在は大臣令によりプロフェッショナルチームが任命されているが、プロジェクト

終了後も引き続き任命される必要がある。またプロジェクト終了後のプロフェッショナル

チームの役割及び活動内容については教育省がプロジェクトチームと相談のうえで決定す
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べき。

（２）授業研究ウェブサイトの管理

授業研究の情報収集や質問対応のためのコミュニケーションツールとして、授業研究

ウェブサイトがプロジェクトにて開設された。同サイトを通じ教員や区 / 県教育局に対し

プロフェッショナルチームが専門的な助言を行うことも想定している。ウェブサイトの開

設及び管理については、その費用は教育省が負担しているが、実際の管理は現在プロジェ

クトチームが行っているところ、今後教員研修所あるいは教育省が管理（管理者の配置を

含めて）すべき。

（３）授業研究の際の授業観察チェックリストの活用

教員、区 / 県教育局、プロフェッショナルチームが授業観察に用い、授業研究において

質の維持・向上を図るツールとして授業観察チェックリストがプロジェクトで作成され活

用されている。今後、教育省において（教育省による承認や指導主事への活用勧奨など）

幅広く活用すべき。

５－２－２　プロジェクト終了後に向けた提言

（１）プロフェッショナルチーム及び区 / 県教育局指導主事の活用

授業及び授業研究の質向上のためには、プロフェッショナルチーム及び区 / 県教育局指

導主事など、学校教員以外の第三者によるインプットが重要であることから、以下の点に

ついて提言する。

１）プロフェッショナルチームについて

プロフェッショナルチームによる各区 / 県の学校訪問やテレビ会議への参加などが可

能となるような仕組みを整える必要がある。また、プロフェッショナルチームのメン

バーである大学の教員の授業研究活動に対するモチベーションを高めるため、本来業

務である研究活動と授業研究活動を結び付ける取り組みが必要（授業研究に関する国際

学会での発信支援や、学会設立の支援など）。

２）指導主事について

指導主事は学校のモニタリングを行う立場にあり、授業研究をサポートする重要な役

割を担うが、次の 3 点について対応が必要である。

・授業研究のモニタリング活動を、指導主事の本来業務に組み込むこと

・能力の高い人材の任命、新指導法に関する研修の実施

・モニタリング活動を支援するための予算手当て

（２）授業研究に従事する教員を高く評価すること

現在教育改革の一環として、教員評価の仕組みの改善が計画されている。従来は研修参

加実績や行事への参加度を評価項目にしていたところ、今後は教員の本来業務である授業

活動（教員の指導技術の強化、子どもの学習達成度など）についてより高く評価する動き

がある。授業研究に取り組む教員が高く評価されるような仕組みが整えられる必要があ

る。
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５－３　他案件への教訓

（１）大学教員の巻き込み

プロフェッショナルチームの一員として大学の研究者を加えたことで学校現場の授業研究

にアカデミックな視点も盛り込まれその質向上に貢献したこと、教員養成機能を有する大学

の教員を巻き込んだことで大学の教員養成課程への新指導法導入の足がかりができたことか

ら、大学教員の巻き込みは有効な策といえる。

（２）プロジェクトの早い段階で効果を実感させること（自己効力感をもたせること）

教員は授業研究活動を通じて、その生徒へのインパクト（授業に対する積極的な姿勢など）

や教員への効果（チームワークの向上、お互いに学び合う文化の醸成など）を認識し、それ

が授業研究に取り組む意欲を向上させ授業研究活動の継続につながったと思われる。プロ

ジェクトの早い段階で教員に効果を実感させること（自己効力感をもたせること）が持続性

確保のために有効と思われる。

（３）全国普及を見据えた非モデル校への支援を組み込むこと

本案件の上位目標はモデル県・非モデル県を含めた、新指導法の全国普及であり、本来は

プロジェクト終了後に相手国政府自らが達成すべきものであるが、モデル普及のプロジェク

トでは一般的に非モデル地域への介入は普及セミナーの実施など非常に限定的なケースが多

い。しかし本案件では、非モデル地域に対し、研修のみならず、プロフェッショナルチーム

による授業研究のモニタリングも一定程度行った。その結果、いくつかの非モデル校・非モ

デル県では独自の予算と人材を活用して新指導法の普及活動が行われるというインパクトが

確認された。全国普及をめざすプロジェクトにおいて、非モデル地域に対しても一定程度の

介入を行うことは、普及の足がかりをつくるうえで有効と思われる。

（４）教員と生徒の態度の変化を測る指標を入れること

本案件実施による教員・生徒への効果は、教員や授業研究参加者などへのヒアリングなど

を通じて確認できたが、本来であれば生徒の学力向上を指標に取り入れることで、教育プロ

ジェクトの効果をより客観的に示すことができたと考えられる。他方、モンゴルの場合は

初等・中等教育の全国一斉学力テストが定期的に実施されておらず、モデル地域を横断して

図る指標を設定できなかったことから、同じような状況下にあるプロジェクトの場合、プロ

ジェクトの中でベースライン・エンドライン調査を実施し、モデル／非モデル地域の生徒の

態度変容とともに学力についても調査し、プロジェクト前後の変化を測定できるような指標

の設定が望ましい。

５－４　団長所感

本プロジェクトは、2006 年から 2009 年にかけて実施された「子どもの発達を支援する指導

法改善プロジェクト」（フェーズ１）を受け、同プロジェクトのフェーズ２として 2010 年から

2013 年にかけて実施されているものである。フェーズ１が主として新指導法への移行を円滑に

するための教員用指導書、指導書作成マニュアル、授業モニタリングマニュアルの開発を行った

のに対し、フェーズ２では学校現場において授業研究という手法を用いて新指導法を普及する体
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制を強化することを主目的としている。

「５－１　結論」で述べたとおり、本プロジェクトは成果とプロジェクト目標をおおむね達成

しているほか、上位目標の一部も達成している。したがって、モンゴル教育科学省が引き続き新

指導法の普及を着実に進めていけば上位目標の指標も数年後には達成される見込みは高い。本プ

ロジェクトが成功裏に実施された背景には「５－３　他案件への教訓」で列挙した点などがある

が、その中でもとりわけプロジェクト（フェーズ２）の初期段階で学校教員自身が授業研究によ

る指導技術の向上を“実感”したことにあると考えられる。その実感は「成功体験を通じた自己

効力感（self-efficacy）」と呼ぶべきものであり、それが個々の教員によって得られたものではな

く、学校内の全教員が力を合わせて行うことによって初めて得ることができたことに大きな価値

があり、その“価値”も日本人専門家から教えたものではなく、モンゴル人の教員が授業と授業

研究を繰り返す中で自ら発見したことに大きな意義があると思料する。今回調査でインタビュー

した教員は口ぐちに教員間のチームワークや団結力が向上したと述べていたが、まさに Samaras
（2011）が主張するとおり

12
、教員同士が自身の授業実践のあり方を批判的に問い合うことを学校

の文化（a culture of critical collaborative inquiry）にまで高めることができたことが、対象 8 教科を

越えて、モデル校、モデル区 / 県のみならず、非モデル校、非モデル区 / 県においても授業研究

が積極的に採り入れられるに至った要因になっていると考えられる。

これに加えて、モンゴル人の国民性もあると思われるが、今回視察では現場の学校教員が極め

て真摯に授業研究に取り組んでいることが確認された。その真剣な姿勢と議論の内容は、管見の

限りでは日本の公立小中学校と比べても見劣りしないほどのものであった。特に地方の小規模校

だけでなく、ウランバートル市内の大規模校でも熱心に取り組んでいる様子は、日本や他国の教

員にとっても大きな刺激になるものと思料される。その意味で日本の教師を対象とした「現職教

師海外研修」や、他国のプロジェクトとの「技術交換」を今後モンゴルで実施していく意義は極

めて高いといえる。

その一方で、授業研究を通じて新指導法を全国に普及・定着させていくためには、授業研究の

継続実施による教員の更なる力量向上はもちろん、それを推し進める具体的活動計画が必要であ

る。しかし、それは策定されておらず、その策定業務と実際の（新指導法以外の多岐にわたる）

研修活動を担当する「教員研修所」は 2012 年 9 月 1 日に正式発足したばかりであり、予算措置、

人員配置、職員の能力強化などすべてこれから整備していかなければならない段階にある。まだ

不明瞭な部分の多い教員研修所の組織全体の強化を日本側が支援することは現段階ではリスクが

高いと思われるが、授業研究を通じて新指導法の普及・定着に特化した計画策定の部分について

協力することは本プロジェクトの出口戦略のひとつとして妥当な方策であると思料される。

以上

12
　 Samaras, A. P., Self-Study Teacher Research： Improving Your Practice through Collaborative Inquiry, Thousand Oaks： SAGE Publications, 
2011, pp.74-78.
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Project Period: April 2010 – February 2013 (Three Years) 

Target Area: Songinokhairkhan District of Ulaanbaatar city, Bulgan and Zavkhan Aimag 
Version: No. 3 Last Update Sep.21, 2011 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification  Important 
Assumptions  

Super Goal  
The learning achievement of primary and secondary students 
is enhanced (contributing to the fulfillment of objectives of 
MDGs/EFA)

Achievement Test Report from districts/aimags 
assessment  

Overall Goal 
The child-centered teaching methods (“the Teaching Methods”) are 
implemented in model and other Districts/Aimags. 

1. 60 %of all schools in the whole country  
  implement lesson study at least twice every 
  year.  
2.The training on the Teaching Methods is 

conducted in all District/Aimags. 

1&2 Report from all District/Aimag 
Education Departments 

Project Purpose 
Systems to disseminate “the Teaching Methods” nationwide are 
strengthened. 

1. The quality lessons utilizing the Teaching 
Methods in the 8 * subjects are practiced 
in model schools. 

2. “Lesson Study” is conducted at least twice 
in at least the 70% of schools in model 
District/Aimag every year. 

3. All Districts/Aimags formulates the 
training plan on “the Teaching Methods”. 

4. Political, financial and human resources 
commitment are made by MECS. 

1. Endline Survey 
2. Report from Education Departments 
of model District/Aimags 

3. Report from all District/Aimag 
Education Departments 

4. Ministerial Order by MECS 

Budget for 
in-service 
teacher
training will 
not be cut 
down to a 
large extent 

PROJECT DESIGN MATRIX (PDM3)

* 8 subjects: Physics, Chemistry, Human and Environment, Human and Nature, Primary Math, Secondary Math, IT, Integrated Studies

－
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Outputs
1. Capacities of “the District/Aimag Teams”* in all District/Aimags 

to disseminate “the Teaching Methods” are enhanced. 
  *”The District/Aimags Team” is composed of supervisors, school 

management posts, and teachers. 

1. Training participants increase their satisfaction 
and understanding. 

2. Training participants’ behavior is positively 
changed. 

3. “District/Aimag Team” members attend the 
training based on the training package (at least 8 
participants) 

1. Survey by Professional Team 
2. Monitoring report by Professional 

Team 
3．Attendance list of the training 

2. Models of “Lesson Study” are developed in model 
District/Aimags. 

1. Model schools develop “Lesson Study 
Implementation Plan”. 

 2. Model schools conduct “Lesson Study” at least 
twice a year in the eight subjects.  

3. Quality of “Lesson Study” at model schools is 
improved. 

4. Satisfaction level of participants in “Lesson 
Study” at model schools is increased.

1, 2, 3.”Lesson Study Implementation 
Report” from model schools 

4. “Lesson Study Implementation 
Report” from model schools, 
“Monitoring Report” from 
Professional Team, and Endline 
Survey

3. Capacities of schools in model District/Aimags to practice “the 
Teaching Methods” are enhanced. 

1. 70% of teachers and management posts of 
all schools in model District/Aimags’ 
complete the training on “the Teaching 
Methods” based on the training package. 

2. 80% of all schools in model 
District/Aimags formulate “Lesson Study 
implementation plan”. 

3．Lessons learnt and recommendation on teaching 
methods improvement from model 
District/Aimags are collected.

1&2. “Monitoring Report” from 
Professional Team and “Training 
Report” from Education 
Department 

3．Training Management Module

4. The environment to disseminate and establish “the 
Teaching Methods” in PRESET is improved. 

1．” The Teaching Methods” in the training 
package is introduced to PRESET. 

2．Policy recommendation is adopted by Ministry 
of Education, Culture and Science (MECS) in 
its annual policy objectives.  

1．Progress Report of the Project 
2. MECS annual policy objectives 
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Activities
0-1. The Professional Team for the Project at Professional Level (hereinafter 

referred to as “the Professional Team”) which is composed of Training 
Package writers, and trainers (officials of Institute of Education, 
instructors of 4 Teaching Method Improvement Centers, principals and 
teachers of model schools of the previous project, supervisors and so on) 
is organized. 

0-2. MECS selects model District/Aimags. 

1-1-1 “The Professional Team” develops training packages for “the 
District/Aimag Teams” in model District/ Aimags. 

1-1-2 “The Professional Team” revises the training packages through 
analysis of the results of monitoring mentioned in activity 2-3 and 
3-3.

1-1-3 “The Professional Team” conducts trainings for “the District/Aimag 
Teams” in all District/Aimags by utilizing training packages 
revised in activity 1-1-2. 

1-1-4 “The Professional Team” gives technical assistance to “the 
District/Aimag Teams” in all District/Aimags if necessary. 

1-2-1  Baseline survey of model District/Aimags is conducted. 
1-2-2 The MECS approves model schools in model District/Aimags 

proposed by District/Aimag Education Department.  
1-2-3 Model District/Aimags select “the District/Aimag Team” in model 

District/Aimags. 
1-2-4 “The Professional Team” conducts training for “the District/Aimag 

Teams” in model District/Aimags.   

2-1 “The District/Aimag Teams” in model District/Aimags make 
implementation plans for “Lesson Study” in model District/Aimags. 

2-2 “The District/Aimag Teams” in model District/Aimags conduct “Lesson 
Study” at model schools according to the plans mentioned in activity 
2-1.

2-3 “The Professional Team” monitors “Lesson Study” at model schools 
and gives advice. 

2-4 Model schools reflect the result of monitoring and advice from “the 
Professional Team” to next “Lesson Study.” 

Inputs  
Japanese side  

1. Personnel  
- Expert 

Leader／Training Planning／Dissemination 
of “the Teaching Methods”／Monitoring 
and Evaluation／Coordinator 

2. Counterpart training in Japan 
3. Provision of Equipment 
4. Training Expenses (training for “the 

District/Aimag teams”) 
5. Expenses for “the Professional Team’s” 

Monitoring 
6. Local Expenses for Japanese Expert 

Mongolian side 

1. Counterpart 
2. Necessary expenses for 

Counterpart 
3. Training expenses not covered by 

Japanese side 
4. Expenses for monitoring not 

covered by Japanese side  
5. Office space for Japanese experts 
6. Other expenses 

Most of “the 
Professional 
Team” 
member and 
members of 
“the
District/Aimag 
Teams” will 
not resign. 
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3-1 “The District/Aimag Teams” in model District/Aimags make plans of 
training for school management posts and teachers, including the 
observation of “Lesson Study” at model schools.  

3-2 “The District/Aimag Teams” in model District/Aimags conduct training 
according to the plans mentioned in activity 3-1. 

3-3 “The Professional Team” monitors the training mentioned in activity 
3-2, and gives advice to “the District/Aimag Teams” in model 
District/Aimags. 

3-4 “The District/Aimag Teams” in model District/Aimags reflect the 
advice from “the Professional Team” to the next training plans. 

4-1 “The Professional Team” introduces the training packages revised in 
activity 1-1-2 to Professional and private teacher training colleges. 

4-2 “The Professional Team” researches “Lesson Study” in Japan and other 
countries, and analyses the results of monitoring in activity 2-3. 

4-3 “The Professional Team” recommends to MECS policies for 
establishing “Lesson Studies” at school levels.  

4-4 Institute of Education incorporates implementation “the Teaching    
   Methods” as one of the criterion of the Professional teacher contest. 

Pre-conditions 

“New Education 
Standard” will 
not be changed.
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